自主点検表（R5　舞鶴市）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【小規模多機能型居宅介護】

	主眼事項
	基準等・通知　等
	評価
	備考

	第１の１　　基本方針

	□　要介護者について，その居宅において，又はサービスの拠点に通わせ，若しくは短期間宿泊させ，当該拠点において，家庭的な環境と地域住民との交流の下で，入浴，排せつ，食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより，利用者がその有する能力に応じその居宅において自立した日常生活を営むことができるようにするものとなっているか。　
　◎  通いを中心として，利用者の様態や希望に応じて，随時訪問や宿泊を組み合わせてサービスを提供することにより，利用者の居宅における生活の継続を支援するものである。
	適
・
否

	

	第2　人員　に関す　る基準
1 通則（ 用語の定義）

	□　常勤換算方法　
　　当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数（３２時間を下回る場合は３２時間を基本とする。）で除することにより，当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法をいうものである。この場合の勤務延時間数は，当該事業所の指定に係る事業のサービスに従事する勤務時間の延べ数であり，例えば，指定小規模多機能型居宅介護事業所と指定認知症対応型共同生活介護事業所を併設している場合であって，ある従業者が指定小規模多機能型居宅介護事業所の小規模多機能型居宅介護従業者と指定認知症対応型共同生活介護事業所の介護従業者を兼務する場合，指定小規模多機能型居宅介護事業所の小規模多機能型居宅介護従業者の勤務延時間数には，指定小規模多機能型居宅介護事業所の小規模多機能型居宅介護従業者としての勤務時間だけを算入することとなるものであること。
□　「勤務延時間数」 
勤務表上，当該事業に係るサービスの提供に従事する時間又は当該事業に係るサービスの提供のための準備等を行う時間（待機の時間を含む。）として明確に位置付けられている時間の合計数とする。なお，従業者１人につき，勤務延時間数に算入することができる時間数は，当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とすること。
□　「常勤」
当該事業所における勤務時間が，当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数（３２時間を下回る場合は３２時間を基本とする。）に達していることをいうものである。同一の事業者によって当該事業所に併設される事業所の職務であって，当該事業所の職務と同時並行的に行われることが差し支えないと考えられるものについては，それぞれに係る勤務時間の合計が常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していれば，常勤の要件を満たすものであることとする。例えば，１の事業者によって行われる指定認知症対応型通所介護事業所と指定認知症対応型共同生活介護事業所が併設されている場合，指定認知症対応型通所介護事業所の管理者と指定認知症対応型共同生活介護事業所の管理者を兼務している者は，その勤務時間の合計が所定の時間に達していれば，常勤要件を満たすこととなる。
□　「専ら従事する」「専ら提供に当たる」 
原則として，サービス提供時間帯を通じて当該サービス以外の職務に従事しないことをいうものである。この場合のサービス提供時間帯とは，当該従業者の当該事業所における勤務時間をいうものであり，当該従業者の常勤・非常勤の別を問わない。
□　「前年度の平均値」
人員数を算定する場合の使用する「利用者数の平均」は，前年度（4月1日～翌年3月31日）の全利用者の延数を当該前年度の日数で除して得た数（小数第2位以下を切上げ）とする。
【新たに事業を開始し，若しくは再開し，又は増床した事業者の場合】
前年度において1年未満の実績しかない場合の利用者数の算出は以下のとおり
・新設又は増床の時点から6月未満の間　…　通い利用定員の90％
　（但し，３以上の数で，指定の際に事業者からあらかじめ利用見込者数を届出ている場合は，その数値をもとに算定）
・新設又は増床の時点から6月以上1年未満の間　…　直近の6月における全利用者数の延数を6月間の日数で除して得た数
・新設又は増床の時点から1年以上経過している場合　…　直近1年間における全利用者等の延数を1年間の日数で除して得た数
・減床の場合（減床後の実績が3ヶ月以上ある場合）…　減床後の利用者数等の延数を延日数で除して得た数　
	
	

	2従業者の　　員数
	従業者
□　夜間及び深夜の時間帯以外の時間帯に，指定小規模多機能型居宅介護の提供に当たる介護従業者を，常勤換算方法で，通いサービスの提供に当たる者を通いサービスの利用者の数が３又はその端数を増すごとに１以上，訪問サービスの提供にあたる従業者を１以上配置しているか。
〔算出方法〕　
　■夜間及び深夜の時間帯以外の時間帯に配置が必要な介護従業者数
　　　　　人÷３＝　　.　　人⇒　　　人＋１人＝　　　人 (a)
　前年度の通いサービスの利用者数の平均　　　　　　　＊小数点以下繰上げ　
　■夜間及び深夜の時間帯以外の時間帯に配置されている介護従業者　　数（暦月）（　　　年　　月分）
（　　　時間－　　　時間）÷４週間÷　　　時間
　　　4週の総勤務時間数　うち夜間・深夜の時間帯の勤務時間数　　常勤職員の1週の勤務時間
　　　＝　　.　　　人
■夜間及び深夜の時間帯以外の時間帯に必要な日々の必要な介護従事者の延勤務時間数
　　　　人(a)×　　　時間　⇒　　　　時間　※１
　　　　　　　　常勤の勤務時間（1日）
　　【夜間及び深夜の時間帯】　　　：　　～　　　：　　（※夜勤時間ではないので注意）
　　例．通い利用者１５名，常勤の勤務時間を１日８時間とし，日中勤務時間帯を午前６時から午後９時までの１５時間とした場合の必要な日中勤務時間数
午前６時から午後９時までの１５時間の間に，８時間×（１５÷３）人＝延４０時間勤務分の通いサービスの提供に加え，日中の訪問サービスに要する８時間の計４８時間の勤務時間数を確保する必要がある。
　◎　日々の通いのサービスの実際の職員配置については，その日ごとの状況に応じて判断する必要があるが，単に通いサービスの利用者がいないからといって職員を配置しないということではなく，通いサービスを利用しないものに対する訪問サービスも含め，利用者に何らかの形で関わることができるような職員配置に努めるものとする。
◎　夜間及び深夜の時間帯は，利用者の生活サイクルに応じて，１日の活動の終了時刻から開始時刻までを基本として設定しているか。
　　　　　　　　　　　　　　　　
□　夜間及び深夜の時間帯を通じて，夜間及び深夜の勤務（宿直勤務を除く。）に当たる者を１以上，宿直勤務に当たる者を必要な数以上配置しているか。
　◎　宿泊サービスの利用者がいない場合であって，夜間及び深夜の時間帯を通じて利用者に対して訪問サービスを提供するために必要な連絡体制を整備しているときは，夜間及び深夜の時間帯を通じて宿直勤務並びに夜間及び深夜の勤務を行う介護従業者を配置しないことができる。
◎　宿泊サービスの利用者のための夜勤職員に加えて配置される宿直職員は，主として登録者からの連絡を受けての訪問サービスに対応するために配置されるものであることから，連絡を受けた後，事業所から登録者宅への訪問するのと同程度の対応ができるなど，随時の訪問サービスに支障がない体制が整備されているのであれば，必ずしも事業所内で宿直する必要はない。
□　介護職員の場合
　　①指定認知症対応型共同生活介護事業所　②指定地域密着型特定施設　③指定地域密着型介護老人福祉施設　④指定介護療養型医療施設　又は⑤介護医療院（※１）が併設されている場合であって，それぞれの人員に関する基準を満たす従業者を置いているときは，併設された施設等の職務に従事することができる。
□　看護師又は准看護師の場合
　　①上記※１の施設等　②指定居宅サービスの事業を行う事業所　③指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所　④指定地域密着型通所介護事業所　⑤指定認知症対応型通所介護事業所　⑥指定介護老人福祉施設　又は⑦介護老人保健施設のいずれかが同一敷地内にある場合であって，それぞれの人員に関する基準を満たす従業者を置いているときは，同一敷地内の施設等の職務に従事することができる。
□　人員配置基準の基礎となる利用者の数は，前年度の平均値となっているか。
□　介護従業者のうち１以上の者は，常勤となっているか。
　　
□　介護従業者のうち１以上の者は，看護師又は准看護師であるか。
◎　看護師又は准看護士は常勤を要件としておらず，毎日配置する必要はない。また，サテライト事業所においては，本体事業所の看護師又は准看護師が適切にサテライト事業所の登録者に対する健康管理等を行うことができる場合，看護師又は准看護師を置かないことができる。
　　
□　介護従業者は，介護等に対する知識，経験を有する者であるか。
　　
Ｈ27.4.1Ｑ＆Ａ　　問2
問　育児・介護休業法の所定労働時間の短縮措置の対象者がいる　　場合，常勤換算方法による人員要件についての計算方法は。
　→　常勤換算方法については，従前どおりであり，育児・介護　　　休業法の所定労働時間の短縮措置の対象者の有無は問題に　　　ならない。
サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所
①　サテライト型小規模多機能型居宅介護事業所の実施にあたっては次の要件を満たしているか。

イ　サテライト型小規模多機能型居宅介護事業所に係る指定小規模多機能型居宅介護事業所は、指定居宅サービス事業等その他の保健医療又は福祉に関する事業について３年以上の経験を有するものであるか。この場合、指定小規模多機能型居宅介護以外の事業の経験についても当該経験に算入できることができる。また、｢３年以上の経験｣については当該指定日において満たしている必要があり、休止等、事業を運営していない期間は除いて計算すること。

ロ　サテライト事業所は、本体事業所(指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所であって、当該事業所に対する支援機能を有する事業所をいう。)を有する必要があるが、ここでいう「支援機能を有する事業所」については、当該事業所が次のいずれかに該当することを指すものであること。

　ａ　事業開始以降１年以上の本体事業所としての実績を有すること。
　ｂ　当該本体事業所の登録者数が、当該本体事業所において定められた登録定員の100分の70を超えたことがあった。

ハ　サテライト事業所は、本体事業所との密接な連携を確保しつつ、運営されるものであるため、次に掲げる要件をいずれも満たしているか。

　ａ　本体事業所とサテライト事業所の距離は自動車等による移動にようする時間が概ね20分以内の近距離であること。

ｂ　１の本体事業所に係るサテライト事業所の数は2箇所までとすること。

二　本体事業所とサテライト事業所は、同一の日常生活圏域内に所在することが望ましいが、隣接する市町村における指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所とすることも差し支えない。
介護支援専門員
□　登録者に係る居宅サービス計画及び小規模多機能型居宅介護計画の作成に専ら従事する介護支援専門員を配置しているか。
□　利用者の処遇に支障がない場合は，当該小規模多機能型居宅介護業所の他の職務，又は併設する上記＜介護職員の場合＞の①～⑤，＜看護師又は准看護師の場合＞の①から⑦の施設のいずれかが併設されている場合は，当該施設等の職務に従事することができる。
◎　利用者の処遇に支障がない場合，管理者との兼務可。
また非常勤でも差し支えない。
□　介護支援専門員は，別に厚生労働大臣が定める研修（小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修）を修了しているか。
	適
・
否
	

	3　管理者

	□　専らその職務に従事する常勤の管理者を置いているか。
　　
□　事業所の管理上支障がない場合は，当該事業所の他の職務，又は併
　設する上記２＜介護職員の場合＞の①～⑤，＜看護師又は准看護師の
　場合＞の①から⑦の施設のいずれかが併設されている場合は，当該施
　設等の職務に従事することができる。
□　同一敷地内の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務　
　（当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者が指定夜間対応　型訪問介護事業者，指定訪問介護事業者又は指定訪問看護事業者の指　定を併せて受け，一体的な運営を行っている場合は，これらの事業に　係る職務を含む。）若しくは介護予防・日常生活支援総合事業（第一号介護予防支援事業を除く。）に従事することができるものとする。
□　指定小規模多機能型居宅介護事業所の管理上支障がない場合は、サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所の管理者は、本体事業所の管理者をもって充てることができる。

□　管理者は，特別養護老人ホーム，老人デイサービスセンター，介護老人保健施設，介護医療院，指定小規模多機能型居宅介護事業所，指定認知症対応型共同生活介護事業所，指定複合型サービス事業所等の従業者又は訪問介護員等として，３年以上認知症である者の介護に従事した経験を有する者であるか。
□　管理者は，別に厚生労働大臣が定める研修（認知症対応型サービス事業管理者研修）を修了しているか。
Ｈ27.4.1Ｑ＆Ａ　　問3
問　事業所の管理者についても，育児・介護休業法第23条第1項に規定する所定労働時間の短縮措置の適用対象者となるのか。
→労働基準法第41条第2号に定める管理監督者については，労働時間等に関する規定が適用除外されていることから，「管理者」が管理監督者に該当する場合は，所定労働時間の短縮措置を講じなくてよい。なお，管理監督者については，同法の解釈として労働条件の決定その他労務管理について経営者と一体的な立場にある者の意であり，名称にとらわれず，実態に即して判断すべきとされている。このため，職場で「管理者」として取り扱われている者であっても，同号の管理監督者に当たらない場合には，所定労働時間の短縮措置を講じなければならない。また，同号の管理監督者であっても，育児・介護休業法第23条第１項の措置とは別に，同項の所定の労働時間の短縮措置に準じた制度を導入することは可能であり，こうした者の仕事と子育ての両立を図る観点からは，むしろ望ましいものである。
	適
・
否
	

	4　代表者

	□　代表者は，特別養護老人ホーム，老人デイサービスセンター，介護老人保健施設，介護医療院，指定小規模多機能型居宅介護事業所，指定認知症対応型共同生活介護事業所，指定複合型サービス事業所等の従業者若しくは訪問介護員等として，認知症である者の介護に従事した経験を有する者又は保健医療サービス若しくは福祉サービスの経営に携わった経験を有する者であるか。
　◎　法人の規模によって，理事長や代表取締役をその法人の地域密　　着型サービス部門の代表者として扱うのは合理的でないと判断さ　　れる場合においては，地域密着型サービスの事業部門の責任者な　　どを代表者として差し支えない。
□　代表者は，別に厚生労働大臣が定める研修(認知症対応型サービス事業開設者研修)を修了しているか。
　◎　代表者の変更を行う場合については、代表者交代時に「認知症対応型サービス事業開設者研修」が開催されていないことにより、当該事業者が「認知症対応型サービス事業開設者研修」を修了していない場合、代表者交代の半年後又は次回の「認知症対応型サービス事業開設者研修」日程のいずれか早い日までに「認知症対応型サービス事業開設者研修」を修了することで差し支えない。
	適
・
否
	

	第3　設備　に関す　る基準
1　登録定員及び利用定員
	□　登録定員(サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所にあっては１８人以下)は２９人以下となっているか。
　

　　※介護予防小規模多機能型居宅介護事業を同一の事業所におい　　　　て一体的に運営されている場合は，登録者の合計数
　◎　複数の指定小規模多機能型居宅介護事業所の利用は認められない。
　◎　併設の有料老人ホーム入居者が指定小規模多機能型居宅介護を利用することは可能である（ただし，特定施設入居者生活介護を受けている間は，介護報酬は算定できない。）
　　　養護老人ホームの入居者が指定小規模多機能型居宅介護を利用することは想定されていない（養護老人ホームは，措置費の下で施設サービスとして基礎的な生活支援が行われているため）。
　　

□　　通いサービスの利用定員は，登録定員の2分の1から15人（登録定員が２５人を超える指定小規模多機能型居宅介護事業所にあっては，登録定員に応じて，次の表に定める利用定員，サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所にあっては１２人）までか。
　　　　　　登録定員
　　　　利用定員
　　　２６人又は２７人
　　　　１６人
　　　２８人
　　　　１７人
　　　２９人
　　　　１８人
　　◎　この場合における利用定員については，一日当たりの同　　　時にサービスの提供を受ける者の上限を指すものであり，１日　
　　　当たりの延べ人数でないことに留意すること。
　　　
□　宿泊サービスの利用定員は，通いサービスの利用定員の3分の1
　から9人（サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所にあっ
　ては6人）までか。
　Ｈ2７Ｑ＆Ａ　Vol.１　問１６２
　　登録定員２６人以上２９人以下とする場合には，同時に通い定員
　を１６人以上にすることが必要になるのか。→　必ずしも通い定員
　の引き上げを要するものではない。通い定員を１６人以上とするた
　めには，登録定員が２６人以上であって，居間及び食堂を合計した
　面積について，利用者の処遇に支障がないと認められる充分な広さ
　を確保することが大切である。
　Ｈ2７Ｑ＆Ａ　Vol.１　問１６３
　　通い定員を１６人以上１８人以下にする場合の要件として，「利
　用者の処遇に支障がないと認められる十分な広さ（一人あたり３㎡
　以上）」とあるが，居間及び食堂として届け出たスペースの合計に
　より確保することが必要なのか。→　原則として，一人あたり３㎡
　以上である必要がある。ただし，例えば，居間及び食堂以外の部屋
　として位置付けられているが日常的に居間及び食堂と一体的に利
　用することが可能な場所がある場合など，「利用者の処遇に支障が
　ないと認められる十分な広さが確保されている」と認められる場合
　には，これらの部屋を含めて「一人３㎡以上」として差し支えない。
Ｈ24Ｑ＆Ａ　Vol.２　問２５
　　通いサービスの利用定員は，同時にサービス提供を受ける者の上
限を指すものであり，実利用者数の上限を指すものではない。例え
ば，午前中に15人が通いサービスを利用し，別の10人の利用者が午
後に通いサービスを利用することも差し支えない。

	適
・
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	2　設備及び備品等
	□　居間及び食堂は，機能を十分に発揮しうる適当な広さであるか。
　◎　居間及び食堂は同一の場所とすることができるが，それぞれの機
　　能が独立していることが望ましい。
　◎　通いサービスの利用定員について１５人を超えて定める事業所
　　にあっては，居間及び食堂を合計した面積は，利用者の処遇に支障
　　がないと認められる十分な広さ（１人当たり３㎡以上）を確保する
　　ことが必要である。
□　一の宿泊室の定員は１人となっているか。
ただし，利用者の処遇上必要と認められる場合は，２人可。
　

□　一の宿泊室の床面積は7.43㎡以上であるか。
【個室以外の宿泊室を設ける場合】
□　個室以外の宿泊室の面積を合計した面積は，7.43㎡×（宿泊サービスの利用定員－個室の定員数）以上となっているか。（プライバシーが確保された居間については、個室以外の宿泊室の面積に含めることができる。）
◎　パーティションや家具など（カーテンは不可）により，利用者同士の視線の遮断が確保すること。

□　居間，食堂，台所，宿泊室，浴室，消火設備その他の非常災害に際して必要な設備，指定小規模多機能型居宅介護の提供に必要な設備及び備品等を備えているか。
　◎ 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備とは，消防法そ　　の他の法令等に規定された設備を示しており，それらの設備を確　　実に設置しなければならないものである。
□　上記設備は，専ら指定小規模多機能型居宅介護の事業の用に供するものであるか。
　　ただし，利用者に対するサービス提供に支障がない場合は，この限りでない。
□　当該事業所は，住宅地又は住宅地と同程度に利用者の家族や地域住民との交流の機会が確保される地域にあるか。
□　当該事業者が指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者の指
　定を併せて受け，かつ，これらの各事業が同一の事業所において一
　体的に運営されている場合については，指定地域密着型介護予防サ
　ービス基準第48条第１項から第４項までに規定する設備に関する
　基準を満たすことをもって，本主眼事項第３に規定する設備及び備品等を備えているものとみなすことができる。
	適
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	第4　運営　に関す　る基準
1　内容及び手続の説明及び同意

	□　指定小規模多機能型居宅介護の提供の開始に際し，あらかじめ，利用申込者又はその家族に対し，運営規程の概要，介護従業者の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い，当該提供の開始について利用申込者の同意を得ているか。
  ◎　記載すべき事項は以下のとおり　
　　ア　運営規程の概要
　　イ　介護従業者の勤務体制
　　ウ　事故発生時の対応
　　エ　苦情処理の体制
オ　提供するサービスの第三者評価の実施状況（実施の有無，実施した直近の年月日，実施した評価機関の名称，評価結果の開示状況）　等
　※　利用申込者又はその家族から申出があった場合には，当該利用申込者又はその家族の承諾を得て，文書の交付に代えて電磁的方法により提供することも可。
□　前項の同意については，書面によって確認しているか。
	適
・
否
	

	2　提供拒否の禁止

	□　下記の提供を拒むことのできる正当な理由がある場合以外，要介護度や所得の多寡を理由にサービスの提供を拒否していないか。
　　◎　提供を拒むことのできる正当な理由
①当該事業所の現員からは利用申込に応じきれない場合
②利用者申込者の居住地が当該事業所の通常の事業の実施地
域外である場合
　　　 ③その他利用申込者に対し自ら適切なサービスを提供することが困難な場合　　
	適
・
否
	

	3　サービス困難時の対応
	□　利用申込者に対し自ら適切なサービスを提供することが困難であると認めた場合は，当該利用申込者に係る居宅介護支援事業者への連絡，適当な他の指定小規模多機能型居宅介護事業者等の紹介その他の必要な措置を速やかに講じているか。
	適
・
否
	

	4　受給資格等の確認

	□　サービスの提供を求められた場合は，その者の提示する被保険者証によって，被保険者資格，要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間を確かめているか。

□　被保険者証に，認定審査会意見が記載されているときは，当該認　定審査会意見に配慮して，指定認知症対応型共同生活介護を提供す　るように努めているか。
	適
・
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	5　要介護認定の申請に係る援助

	□　指定小規模多機能型居宅介護の提供の開始に際し，要介護認定　を受けていない利用申込者については，要介護認定の申請が既に行われているかどうかを確認しているか。

□　申請が行われていない場合は，当該利用申込者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行っているか。
　
□　要介護認定の更新の申請が，遅くとも当該利用者が受けている要　介護認定の有効期間が終了する日の30日前までに行われるよう，必　要な援助を行っているか。
	適
・
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	6 心身の状況等の把握
	□　介護支援専門員が開催するサービス担当者会議等を通じて，利用者の心身の状況，その置かれている環境，他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めているか。
	適
・
否
	

	7　居宅サービス事業者等との連携
	□　居宅サービス事業者，保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者と密接な連携に努めているか。
□　利用者の健康管理を適切に行うため，主治の医師と密接な連携に努めているか。
□　サービスの提供の終了に際して，利用者又はその家族に対して適切な指導を行っているか。
□　サービスの提供の終了に際して，当該利用者に係る居宅介護支援事業者に対する情報の提供や保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めているか。
	適
・
否
	

	8　身分を証する書類の携行
	□　訪問サービスの提供に当たるものに身分を証する書類を携行させ，初回訪問時及び利用者又はその家族から求められたときは，提示するよう指導しているか。
◎　身分を証する書類には，事業所の名称，サービスの提供にあたる者の氏名を記載しているか（写真の貼付や職能の記載を行うことが望ましい）。
	適
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	9  サービス提供の記録

	□　サービスを提供した際には，提供日，内容，保険給付額，その他必要な事項を，利用者の居宅サービス計画の書面又はサービス利用票等に記載しているか。
□　提供した具体的なサービスの内容等を記録するとともに，利用者からの申出があった場合には，文書の交付その他適切な方法により，その情報を利用者に対して提供しているか。
　◎　「その他適切な方法」とは，例えば，利用者の用意する手帳等に記載するなどの方法である。

　◎　記録すべき事項　
　　　□　サービスの提供日
　　　□　提供した具体的なサービスの内容
　　　□　利用者の心身の状況
□　その他必要な事項
	適
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	10　利用料等の受領

	□　法定代理受領サービスに該当するサービスを提供した際には，その利用者から利用料の一部として，当該サービスに係る地域密着型介護サービス費用基準額から当該事業者に支払われる地域密着型介護サービス費の額を控除して得た額の支払を受けているか。
□　法定代理受領サービスに該当しないサービスを提供した際にその利用者から支払を受ける利用料の額と，指定小規模多機能型居宅介護に係る地域密着型介護サービス費用基準額との間に，不合理な差額が生じていないか。
□　下記に掲げる費用に係るサービスの提供に当たっては，あらかじ　め，利用者又はその家族に対し，当該サービスの内容及び費用につ　いて説明を行い，利用者の同意を得ているか。
①　利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利用者に対して行う送迎に要する費用
②　利用者の選択により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅において訪問サービスを提供する場合に要した交通費の額
③　食事の提供に要する費用
④　宿泊に要する費用
⑤　おむつ代
⑥　その他の日常生活費
　※上記その他の日常生活費が，あいまいな名目（例：運営費，日常生活費，教養娯楽費等）となっていないか。
　　⇒保険給付の対象サービスと重複関係がないことがわかるように，重説等で当該費用の具体的な内訳を示すことにより，利用者等に説明し，利用者等の希望（同意）を確認しているか。
□　利用者から，保険給付の対象となっているサービスと明確に区分　されないあいまいな名目による費用の支払いを受けていないか。
　※　事業者により行われる便宜の供与であっても，サービスの提供とは関係のないもの（利用者の嗜好品の購入等）については，その費用は「その他の日常生活費」と区別し，請求できる。
　◎　当該同意については，利用者及び事業者双方の保護の立場から， 　　当該サービスの内容及び費用の額を明示した文書に，利用者の署　　名を受けることにより行うものとする。
   　この同意書による確認は，利用申込時の重要事項説明に際して　　包括的な同意を得ることで足りるが，以後当該同意書に記載され　　ていない日常生活費等について別途受領する必要が生じたとき　　はその都度，同意書により確認するものとする。　
　　◆平１２老振７５，◆老健１２２連番
　◎　上記①～⑥に掲げる費用に係るサービス以外のもので，個人の希望を確認した上で提供されるものについても，同様の取扱いが適当である。
□　上記③，④に掲げる費用については「居住，滞在及び宿泊並びに食事の提供に係る利用料等に関する指針（平成17年9月7日厚生労働省告示第419号）」に，上記⑥に掲げる費用については「通所介護等における日常生活に要する費用の取扱いについて（平成12年3月30日老企第54号）」によるものとしているか。

□　サービス提供に要した費用につき，その支払を受ける際，次の領収証を交付しているか。
□　領収証には，サービス提供について支払を受けた費用の額のうち，利用者負担額，食事の提供に要した費用の額及びその他の費用の額を区分して記載し，その他の費用の額についてはそれぞれ個別の費用ごとに区分して記載しているか。
	適
・
否
	

	11　保険給付の請求のための証明書の交付

	□　法定代理受領サービスに該当しないサービスに係る利用料の支払を受けた場合は，提供したサービスの内容，費用の額その他必要と認められる事項を記載したサービス提供証明書を利用者に対して交付しているか。
　
	適
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	12　指定小規模多機能型居宅介護の基本取扱方針
	□　利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう，その目標を設定し，計画的に行っているか。
□　自ら提供するサービスの質の評価を行い，それらの結果を公表し，常にその改善を図っているか。
	適
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	13　指定小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針

	□　地域住民との交流や地域活動への参加を図りつつ，利用者の心身の状況，希望及び置かれている環境を踏まえて，通いサービス，訪問サービス及び宿泊サービスを柔軟に組み合わせて，妥当適切に行っているか。
◎　週１回程度の利用でも算定可能だが，利用者負担等を勘案すれば合理的な利用ではないので，運営推進会議に通いサービスの回数等を報告し，適切なサービス提供であるかどうかの評価を受けることが必要である。
◎　宿泊サービスの上限は設けず，重度の者であれば，運営推進会議に対し報告し，評価を受けることを前提として，ほぼ毎日宿泊する形態も考えられる。しかし，他の利用者の宿泊に対応できないような状況になれば，他の利用者が適正にサービスが利用できるよう，調整を行うことが必要である。
Ｈ19.2.19Ｑ＆Ａ　　問１５
　問　小規模多機能型居宅介護では，サービスの提供回数に制限は設けてはならないと考えるが，登録者が事業者の作成した小規模多機能型居宅介護計画より過剰なサービスを要求する場合，事業所は登録者へのサービス提供を拒否することは可能か。
答　他の利用者との関係でサービスの利用調整を行う必要もあり，必ずしも利用者の希望どおりにならないケースも想定されるが，こうした場合には，利用者に対して希望に沿えない理由を十分に説明し，必要な調整を行いながら，サービス提供を行うことが必要である。
□　利用者１人１人の人格を尊重し，利用者がそれぞれの役割を持って家庭的な環境の下で日常生活を送ることができるよう配慮しているか。
□　小規模多機能型居宅介護計画に基づき，漫然かつ画一的なものとならないように，機能訓練及び日常生活を営むことができるよう必要な援助を行っているか。
□　介護従業者は，サービスの提供に当たっては，懇切丁寧に行うことを旨とし，利用者又はその家族に対し，サービスの提供方法等（目標及び内容や行事及び日課等も含む。）について，理解しやすいように説明を行っているか。
□　当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為を行ってはいないか。
　
□　身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しているか。
　
□　通いサービスの利用者が登録定員に比べて著しく少ない状態が続いてはいないか。
◎「著しく少ない状態」とは･･･登録定員のおおむね３分の１以下
◎　登録者に対して，通い，宿泊及び訪問サービスを合わせて概ね週４日以上行うことが目安となる。
　
〔算出方法〕
　　　　回÷（　　　日×　　　人－　　　日）×７日＝　　　回
　サービス提供回数合計　算定月の日数　登録者数　月途中利用開始(終了)者の利用開始前（終了後）日数　
　◎　訪問サービスは，身体介護に限られないため，利用者宅を適宜訪問し，見守りの意味で声かけ等を行った場合でも訪問サービスの回数に含めて差し支えない。
　◎　通いサービスについて，１人の登録者が１日に複数回通いサービスを利用する場合にあっては，複数回の算定を可能とする。
　◎　宿泊サービスについて，１泊を１回として算定すること。但し，通いサービスに引き続いて宿泊サービスを行う場合は，それぞれを１回とし，計２回として算定すること。
Ｈ21.3.23Ｑ＆Ａ　　問１２７
問　サービス提供が過小である場合の減算の取扱いについて，電話による見守りをサービス提供回数に含めることは可能か。
答　利用者宅を訪問して見守りの意味で声かけ等を行った場合は，サービス提供回数に含めることは可能であるが，電話による見守りはサービス提供回数に含めることはできない。
□　通いサービス及び訪問サービスを提供しない日でも，電話による見守り等，利用者対して何らかの形で関わっているか。
	適
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	14　居宅サービス計画の作成

	□　管理者は，介護支援専門員に，登録者の居宅サービス計画の作成に関する業務を担当させているか。
□　登録者の居宅サービス計画の作成に当たっては，指定居宅介護支援等基準第13条各号に掲げる具体的取扱方針に沿って行っているか。
〔指定居宅介護支援等基準第13条各号に掲げる具体的取扱方針の主な概要〕
　①　利用者の居宅訪問及び面接による課題把握（アセスメント）
　　（記録類）支援経過記録，アセスメントシート等
　②　居宅サービス計画原案の作成
　③　担当者の情報共有及び居宅サービス計画原案に対する意見聴取のためのサービス担当者会議の開催
　　（記録類）支援経過記録，サービス担当者会議の要点等
　　　　　　　（福祉用具貸与事業所等他事業所の担当者も含め，全担当職種に意見聴取ができているか。やむを得ない理由がある場合，照会等による意見聴取も可。）
　④　利用者に対する居宅サービス計画原案の説明及び文書による同意並びに居宅サービス計画書の交付
    （説明，同意，交付が記録で確認できるか。担当者にも交付しているか。）
　⑤　利用者の服薬状況等必要な情報の主治医等への提供及び情報の提供に関する利用者の同意

　⑥　少なくとも月1回の利用者の居宅訪問による居宅サービス計画の実施状況の把握（モニタリング）及びモニタリング結果の記録
　　（記録類）支援経過記録，モニタリングシート等
　⑦　以下の場合のサービス担当者会議の開催
　　イ　要介護更新認定を受けた場合
　　ロ　要介護状態区分の変更の認定を受けた場合
　　（記録類）支援経過記録，サービス担当者会議の要点等
　⑧　医療サービス利用の場合の主治医への意見聴取（利用者の同意必要）及び医師への計画交付

Ｈ19.2.19Ｑ＆Ａ　　問１４
　問　小規模多機能型居宅介護は，あらかじめサービスの利用計画を立てていても，利用日時の変更や利用サービスの変更(通いサービス→訪問サービス）が多いが，こうした変更の後に，「居宅サービス計画」のうち週間サービス計画表（第3表）やサービス利用票(第7表）等を再作成する必要があるのか。
答　当初作成した「居宅サービス計画」の各計画表に変更がある場合には，原則として，各計画表の変更を行う必要があるが，小規模多機能型居宅介護は，利用者の様態や希望に応じた弾力的なサービス提供が基本であることを踏まえ，利用者から同意を得ている場合には，利用日時の変更や利用サービスの変更（通いサービス→訪問サービス）の度に計画の変更を行う必要はなく，実績を記載する際に計画の変更を行うこととして差し支えない。
	適
・
否
	

	15　法定代理受領サービスに係る報告
	□　毎月，市町村（国民健康保険団体連合会）に対して，給付管理票を提出しているか。
	適
・
否
	

	16　利用者に対する居宅サービス計画等の書類の交付
	□　登録者が他の指定小規模多機能型居宅介護事業者の利用を希望する場合，その他登録者からの申出があった場合，当該登録者に対し，直近の居宅サービス計画及びその実施状況に関する書類を交付しているか。
	適
・
否
	

	17　小規模多機能型居宅介護計画の作成

	□①　管理者は，介護支援専門員に，小規模多機能型居宅介護計画の作成に関する業務を担当させているか。
□②　介護支援専門員は，計画の作成に当たっては，地域における活動への参加の機会の提供等により，利用者の多様な活動（地域の特性や利用者の生活環境に応じたレクリエーション，行事，園芸，農作業などの利用者の趣味又は嗜好に応じた活動等）の確保に努めているか。
　
□③　介護支援専門員は，利用者の心身の状況，希望及びその置かれ
　ている環境を踏まえて，他の従業者と協議の上，援助の目標，当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した小規模多機能型居宅介護計画を作成しているか。
□④　利用者の日々の様態，希望等を勘案し，随時適切に通いサービス，訪問サービス及び宿泊サービスを組み合わせた介護を行っているか。
　
□⑤　介護支援専門員は，小規模多機能型居宅介護計画の内容について利用者又はその家族に対して説明し，利用者の同意を得ているか。
□⑥　介護支援専門員は，小規模多機能型居宅介護計画を作成した際には，当該介護計画を利用者に交付しているか。
□⑦　介護支援専門員は，小規模多機能型居宅介護計画の作成後，実　施状況及び利用者の様態の変化等の把握を行い，必要に応じて計画の変更を行っているか。
□⑧　⑦の計画の変更について，②～⑥の規定を準用しているか。
　　
◎　短期利用居宅介護費を算定する場合で，居宅介護支援事業所の介護支援専門員が作成した居宅サービス計画に基づきサービスを提供している場合，居宅サービス計画を作成している居宅介護支援事業者から小規模多機能型居宅介護計画の提供の求めがあった際には，当該小規模多機能型居宅介護計画を提供することに協力するよう努めているか。
　Ｈ24Ｑ＆Ａ　Vol.２ 問27　（抜粋）
　　居宅サービス計画と小規模多機能型居宅介護計画に記載する内容が重複する場合は，いずれかの計画に当該内容を記載する。
　　なお，小規模多機能型居宅介護の居宅サービス計画等の様式については，「小規模多機能型居宅介護のケアマネジメントについて（ライフサポートワーク）」として調査研究事業の成果がとりまとめられており，こうした様式例等も参考とし，適宜活用されたい。
	適
・
否
	

	18 介護等

	□　利用者の心身の状況に応じ，利用者が自主性を保ち，意欲的に日々の生活を送ることが出来るように，利用者の人格に十分配慮して介護サービスを提供し，必要な支援を行っているか。
　
□　利用者の負担により，小規模多機能型居宅介護従業者以外の者による介護を受けさせていないか。
□　食事や清掃，洗濯，買物，園芸，農作業，レクリエーション，行事等は，可能な限り利用者と従業者が共同で行うように努めているか。
Ｈ18.9.4Ｑ＆Ａ　　問３７
小規模多機能型居宅介護の訪問サービスには，いわゆる指定訪問介護の身体介護のうち通院・外出介助（公共交通機関等での通院介助）も含まれる。
Ｈ19.2.19Ｑ＆Ａ　　問１２
　　通いサービスや宿泊サービスを利用している利用者が，小規模多機能型居宅介護事業所において，訪問看護を利用することは認められない（訪問看護は，利用者の居宅において提供されるものであり，小規模多機能型居宅介護事業所に看護師が出向くような利用形態は認められない）。
	適
・
否
	

	19 社会生活上の便宜の提供等

	□　利用者の外出の機会の確保その他の利用者の意向を踏まえた社会生活の継続のための支援に努めているか。
□　利用者が日常生活を営む上で必要な郵便，証明書等の交付申請等，行政機関に対する手続等について，利用者又はその家族が行うことが困難である場合は，原則としてその都度，その者の同意を得た上で代行しているか。
□　会報の送付，当該事業者が実施する行事への参加の呼びかけ等によって常に利用者の家族との連携を図るとともに，利用者とその家族との交流等の機会を確保するよう努めているか。
	適
・
否
	

	20　利用者に関する市町村への通知

	□　利用者が次の各号のいずれかに該当する場合は，遅滞なく，意見を付してその旨を市町村に通知しているか。
①　正当な理由なしに指定小規模多機能型居宅介護の利用に関する指示に従わないことにより，要介護状態の程度を増進させたと認められるとき。
　②　偽りその他不正な行為によって保険給付を受け，又は受けよう　　としたとき。
	適
・
否
	

	21 緊急時等の対応

	□　従業者は，現にサービスの提供を行っているときに利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は，速やかに主治の医師又はあらかじめ当該事業者が定めた協力医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じているか。
◎　協力医療機関について
　ア　通常の事業の実施地域内にあることが望ましい。
  イ　緊急時において円滑な協力を得るため，当該協力医療機関との
　　間であらかじめ必要な事項を取り決めておくこと。　　　　
	適
・
否
	

	22　管理者の責務

	□　管理者は，当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の従業者の管理及び利用の申込みに係る調整，業務の実施状況の把握その他の管理を，一元的に行っているか。
□　管理者は，当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の従業者に運営基準の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行っているか。
	適
・
否
	

	23 運営規程

	□　次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程を定めているか。
①　事業の目的及び運営の方針
②　従業者の職種，員数及び職務の内容
③　営業日（365日）及び営業時間（訪問サービス：24時間　通いサービス・宿泊サービス：営業時間）
　　※　休業日を設けることは認められない。
④　登録定員並びに通いサービス及び宿泊サービスの利用定員
⑤  サービスの内容及び利用料その他の費用の額
⑥　通常の事業の実施地域
　　◎　客観的にその区域が特定されるものとすること。
⑦　サービス利用に当たっての留意事項
⑧　緊急時等における対応方法
⑨　非常災害対策（26に規程する具体的計画）
⑩　虐待の防止のための措置に関する事項

⑪　その他運営に関する重要事項
	適
・
否
	

	24　勤務体制の確保等

	□　事業所ごとに，従業者の日々の勤務時間，常勤・非常勤の別，専従の生活相談員，看護職員，介護職員及び機能訓練指導員の配置，管理者との兼務関係等を明確にした勤務表を月ごとに作成しているか。
□　当該事業所の従業者によってサービスが提供されているか。
　※　ただし，利用者の処遇に直接影響を及ぼさない，調理，洗濯等については委託等できる。
□　介護従業者の資質の向上のために，研修の機会を確保しているか。
	適
・
否
	

	25 定員の遵守

	□　登録定員，通いサービス及び宿泊サービスの利用定員を超えてサービスの提供をしていないか。
　　ただし，通いサービス及び宿泊サービスの利用は，利用者の様態や希望等により特に必要と認められる場合は，一時的にその利用定員を超えることはやむを得ないものとする。
なお災害その他のやむを得ない事情がある場合は，この限りでない。
　◎　「特に必要と認められる場合」としては，以下のような事例等が考えられる。
　　・登録者の介護者が急病のため，急遽，事業所において通いサービスを提供したことにより，当該登録者が利用した時間帯における利用者数が定員を超える場合
　　・事業所において看取りを希望する登録者に対し，宿泊室においてサービスを提供したことにより，通いサービスの提供時間帯における利用者数が定員を超える場合
　　・登録者全員を集めて催しを兼ねたサービスを提供するため，通いサービス利用者数が定員を超える場合
　　・上記に準ずる状況により特に必要と認められる場合
◎　前項の規定にかかわらず、過疎地域その他これに類する地域において、地域の実情により当該地域における指定小規模多機能型居宅介護の効率的運営に必要であると舞鶴市が認めた場合は、指定小規模多機能型居宅介護事業者は、舞鶴市が認めた日から舞鶴市高齢者保健福祉計画の終期まで（舞鶴市が次期の高齢者保健福祉計画を作成するに当たって、新規に代替サービスを整備するよりも既存の指定小規模多機能型居宅介護事業所を活用することがより効率的であると認めた場合にあっては、次期の高齢者保健福祉計画の終期まで）に限り、登録定員並びに通いサービス及び宿泊サービスの利用定員を超えて指定小規模多機能型居宅介護の提供を行うことができるものとする。

	適
・
否
	

	26　非常災害対策

	□　非常災害に際して必要な具体的計画を策定しているか。
◎　非常災害に関する具体的計画」とは，消防法施行規則第３条に
　　規定する消防計画（これに準ずる計画を含む。）及び風水害，地　　震等の災害に対処するための計画をいう。
□　火災等の災害時に，地域の消防機関へ速やかに通報する体制をとるよう従業員に周知徹底しているか。
□　日頃から消防団や地域住民との連携を図り，火災等の際に消火・避難等に協力してもらえるような体制作りをしているか。
　
□　定期的に避難，救出その他必要な訓練を行っているか。
　　
□　防火管理者又は防火管理についての責任者を置いているか。
　◎　消防計画の策定及びこれに基づく消防業務の実施は，消防法第８条の規定により防火管理者を置くこととされている事業所にあってはその者に行わせること。
  　　また，防火管理者を置かなくてもよいこととされている事業所においても，防火管理について責任者を定め，その者に消防計画に準ずる計画の樹立等の業務を行わせること。
	適
・
否
	

	27 協力医療機関等

	□　あらかじめ，協力医療機関を定めているか。また、協力歯科医療機関を定めるよう努めているか。
◎　協力医療機関・協力歯科医療機関は当該事業所から近距離にあることが望ましい。
□　サービスの提供体制の確保，夜間における緊急時の対応等のため，介護老人福祉施設，介護老人保健施設，介護医療院，病院等との間の連携及び支援の体制を整えているか。
◎　利用者の入院や休日夜間等における対応について円滑な協力　を得るため，当該協力医療機関等との間であらかじめ必要な事項を取り決めておくこと。
	適
・
否
	

	28　衛生管理等

	□　利用者の使用する施設，食器その他の設備又は飲用に供する水について，衛生的な管理に努め，又は衛生上必要な措置を講じているか。
□　当該事業所において感染症が発生し，又はまん延しないように，　保健所の助言，指導を求めるなど必要な措置を講じているか。
◎　インフルエンザ対策，腸管出血性大腸菌感染症対策，レジオネラ症対策等については，関係通知等に基づき，適切な措置を講じること。
◎　空調設備等により施設内の適温の確保に努めること。
	適
・
否
	

	29 掲示

	□　事業所の見やすい場所に，運営規程の概要，介護従業者の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示しているか。
	適
・
否
	

	30 秘密保　持等

	□　事業所の従業者は，正当な理由がなく，その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはいないか。
□　事業所の従業者であった者が，正当な理由がなく，その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう，必要な措置を講じているか。
　◎　具体的には，従業者でなくなった後においても秘密を保持すべ
　　き旨を従業者の雇用契約時に取り決め，例えば違約金についての
　　定めをしておくなどの措置を講ずべきこと。
　※　予め違約金の額を定めておくことは労働基準法第１６条に抵　　触するため，違約金について定める場合には，現実に生じた損害　　について賠償を請求する旨の定めとすること。
　　
□　サービス担当者会議等において，利用者の個人情報を用いる場合は　　利用者の同意を，利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の　　同意を，あらかじめ文書により得ているか。
　◎　この同意は，サービス提供開始時に利用者及びその家族から包
　　括的な同意を得ておくことで足りる。
	適
・
否
	

	31　広告

	□　事業所についての広告は，その内容が虚偽又は誇大なものとなっていないか。
	適
・
否
	

	32 居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止
	□　居宅介護支援事業者又はその従業者に対し，利用者に特定の事業者によるサービスを利用させることの対償として，金品その他の財産上の利益を供与していないか。
	適
・
否
	

	33 苦情処理

	□　提供したサービスに係る利用者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために，苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じているか。
　◎　「必要な措置」とは，具体的には，相談窓口、苦情処理の体制及び手順等当該事業所における苦情を処理するために講ずる措置の概要について明らかにし、利用申込者又はその家族にサービスの内容を説明する文書に苦情に対する対応の内容についても併せて記載するとともに、事業所に掲示すること等である。

　
□　苦情を受け付けた場合，当該苦情の内容等を記録しているか。
　
□　提供したサービスに関し，市町村が行う文書その他の物件の提出若しくは提示の求め又は当該市町村の職員からの質問若しくは照会に応じ，利用者からの苦情に関して市町村が行う調査に協力するとともに，市町村から指導又は助言を受けた場合，当該指導又は助言に従って必要な改善を行っているか。
　　◎　苦情がサービスの質の向上を図る上での重要な情報であると　　の認識に立ち，苦情の内容を踏まえ，サービスの質の向上に向け　　た取り組みを自ら行うこと。
□　市町村からの求めがあった場合には，改善の内容を市町村に報告　しているか。
□　提供したサービスに係る利用者からの苦情に関して国民健康保険団体連合会が行う調査に協力するとともに，国民健康保険団体連合会から指導又は助言を受けた場合，当該指導又は助言に従って必要な改善を行っているか。
　
□　国民健康保険団体連合会からの求めがあった場合には，改善の内　容を国民健康保険団体連合会に報告しているか。
	適
・
否
	

	34 調査への協力等

	□　市町村が定期的又は随時行う調査に協力しているか。
　　　　
□　市町村から指導又は助言を受けた場合は，当該指導又は助言に従　って必要な改善を行っているか。
◎　事業者は，運営規程の概要や勤務体制，管理者及び介護支援専門員等の資格や研修の履修状況，利用者が負担する料金等の情報について自ら一般に公表するよう努めること。
	適
・
否
	

	35　地域との連携等

	□　利用者，利用者の家族，地域住民の代表者，市町村の職員又は地域包括支援センター職員，有識者等により構成される運営推進会議を設置し，おおむね２月に１回以上，運営推進会議に対し通いサービス及び宿泊サービスの提供回数等の活動状況を報告し，運営推進会議による評価を受けるとともに，運営推進会議から必要な要望，助言等を聴く機会を設けているか。
　  ◎　地域の住民の代表者とは，町内会役員，民生委員，老人クラブ　　の代表等が考えられる。
  ◎　指定小規模多機能型居宅介護事業所と他の地域密着型サービス事業所を併設している場合においては，１つの運営推進会議において，両事業所の評価等を行うことで差し支えない。また，運営推進会議の効率化や、事業所間のネットワーク形成の促進等の観点から、次に掲げる条件を満たす場合においては、複数の事業所の運営推進会議を合同で開催して差し支えない。
イ　利用者及び利用者家族については匿名とするなど、個人情報・プライバシーを保護すること。

ロ　同一の日常生活圏域内に所在する事業所であること。ただ　し、事業所間のネットワーク形成の促進が図られる範囲で、地域の実情に合わせて、市町村区域の単位等内に所在する事業所であっても差し支えない。
　◎　１年に1回以上，サービスの改善及び質の向上を目的として，各事業所が自ら提供するサービスについて評価・点検（自己評価）を行うとともに，当該自己評価結果について，運営推進会議において第三者の観点からサービスの評価（外部評価）を行うこととし、運営推進会議の複数の事業所の合同開催については、合同で開催する回数が、１年度に開催すべき運営推進会議の開催回数の半数を超えないこととするとともに、外部評価を行う運営推進会議は、単独開催で行うこと。
　　◎　実施に当たっては以下の点に留意すること。
　イ　自己評価は①事業所の全ての従業者が自ら提供するサービス　　内容について振り返りを行い，②その上で他の従業者の振り返り　　結果を当該事業所の従業者が相互に確認しながら，現状の課題や　　質の向上に向けて必要となる取組等について話し合いを行うこ　　とにより，事業所として提供するサービスについて個々の従業者　　の問題意識を向上させ，事業所全体の質の向上につなげていくこ　　とを目指すものである。
　ロ　外部評価は運営推進会議において，当該事業所が行った自己評価結果に基づき，当該事業所で提供されているサービスの内容や課題等について共有を図るとともに，利用者，市町村職員，地域住民の代表者等が第三者の観点から評価を行うことにより，新たな課題や改善点を明らかにすることが必要である。
　ハ　このようなことから，運営推進会議において当該取組を行う場
　　合には，市町村職員又は地域包括支援センター職員，指定小規模
　　多機能型居宅介護に知見を有し公正・中立な第三者の立場にある
　　者の参加が必要である。
　ニ　自己評価結果及び外部評価結果は，利用者及び利用者の家族へ
　　提供するとともに，「介護サービスの情報公表制度」に基づく介
　　護サービス情報公表システムを活用し公表することが考えられ　　るが，法人のホームページへの掲載，事業所内の外部の者にも確　　認しやすい場所への掲示，市町村窓口や地域包括支援センターへ　　の掲示等により公表することも差し支えない。
　ホ　指定小規模多機能型居宅介護の特性に沿った自己評価及び外部評価の在り方については，平成２５年度老人保健健康増進等事業「運営推進会議等を活用した小規模多機能型居宅介護の質の向上に関する調査研究事業」（特定非営利活動法人全国小規模多機能型居宅介護事業者連絡会）を参考に行うものとし，サービスの改善及び質の向上に資する適切な手法により行うこと。
□　運営推進会議における報告，評価，要望，助言等の記録を作成し
　公表しているか。
Ｈ27.４.1Ｑ＆Ａ　　問１６０
小規模多機能型居宅介護の運営推進会議には，地域密着型サービス基準が定める全てのメンバーが毎回参加することが必要か。
→　毎回全てのメンバーが参加しなければならないという趣旨で　　はなく，会議の議題に応じて適切な関係者が参加することで足り　　るものである。ただし，今年度より導入する「運営推進会議を活　　用した評価」として実施するものについては，市町村職員又は地　　域包括支援センター職員，小規模多機能型居宅介護に知見を有　　　し公正・中立な第三者の立場にある者の参加が必須である。
□　地域の住民やボランティア団体等との連携及び協力を行う等，地　域との交流に努めているか。
□　利用者からの苦情に関して，市町村等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市町村が実施する事業に協力するよう努めているか。
　◎　市町村が実施する事業には，介護相談員派遣事業のほか，広く　　市町村が老人クラブ，婦人会その他の非営利団体や住民の協力を　　得て行う事業が含まれる。
□　事業所の所在する建物と同一の建物に居住する利用者に対してサービスを提供する場合，当該建物に居住する利用者以外の者に対してもサービスの提供を行うよう努めているか。
	適
・
否
	

	36　居住機能を担う併設施設等への入居
	□　指定認知症対応型共同生活介護事業所，指定地域密着型特定施設，指定地域密着型介護老人福祉施設，指定介護療養型医療施設，介護医療院，その他の施設へ入所等を希望した場合，円滑に入所等が行えるよう，必要な措置を講じているか。
	適
・
否
	

	37 事故発生時の対応
	□　利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は，市町村，当該利用者の家族等に連絡を行うとともに，必要な措置を講じているか。
□　事故の状況及び事故に際して採った処置について記録している　か。
◎　事故が生じた際にはその原因を解明し，再発防止対策を講じること。
□　利用者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は，損害賠償を速やかに行っているか。
　　◎　利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合の対応方法について，あらかじめ定めておくことが望ましい。
◎　賠償すべき事態において速やかに賠償を行うため，損害賠償保険に加入しておくか，又は賠償資力を有することが望ましい。
	適
・
否
	

	38 会計の区分
	□　指定小規模多機能型居宅介護事業所ごとに経理を区分するとともに，指定小規模多機能型居宅介護の事業の会計とその他の事業の会計を区分しているか。
	適
・
否
	

	39 記録の整備

	□　従業者，設備，備品及び会計に関する諸記録を整備しているか。
　　　　
□　利用者に対する指定小規模多機能型居宅介護の提供に関する記
　録（※）を整備し，その完結の日から５年間保存しているか。
　　　
※　提供に関する記録　
①　居宅サービス計画
②　小規模多機能型居宅介護計画
③　提供した具体的なサービスの内容等の記録
④　身体的拘束等の態様及び時間，その際の利用者の心身の状況　　　　並びに緊急やむを得ない理由の記録
⑤　市町村への通知に係る記録
⑥　苦情の内容等の記録
⑦　事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録
　　⑧　運営推進会議における報告，評価，要望，助言等の記録
	適
・
否
	

	第5　変更　の届出等

	□　事業所の名称及び所在地その他施行規則第131条の13で定める事項に変更があったとき，若しくは当該事業を再開したときは，同条で定めるところにより10日以内に，また，当該事業を廃止・休止する際には１月前までにその旨を舞鶴市長に届け出ているか。
	適
・
否
	

	第6　介護給付費の算定及び取扱い
1　基本的事項

	□  事業に要する費用の額は，平成18年厚生労働省告示第126号の別　表「指定地域密着型サービス介護給付費単位数表」により算定され　ているか。
  ◎　ただし，事業者が事業所ごとに所定単位数よりも低い単位数を　　設置する旨を事前に舞鶴市に届け出た場合はこの限りではない。
　　　　
□  事業に要する費用の額は，平成27年厚労省告示第93号の「厚生労　働大臣が定める１単位の単価」に，別表に定める単位数を乗じて算　定されているか。
　◎　１単位の単価は，10円に事業所又は施設が所在する地域区分及　　びサービスの種類に応じて定められた割合を乗じて得た額とす　　る。
□ １単位の単価に単位数を乗じて得た額に１円未満の端数があると　きは，その端数金額は切り捨てて計算しているか。
	適
・
否
	

	1-1　通則
 (1)常勤換算方法
	□　暦月ごとの職員の勤務延時間数を，当該事業所において常勤の職員が勤務すべき時間で除することによって算定するものとし，小数点第２位以下を切り捨てる。
　　なお，やむを得ない事情により，配置されていた職員数が一時的　　に１割の範囲内で減少した場合は，１月を超えない期間内に職員が　　補充されれば，職員数が減少しなかったものとみなす。
　

Ｈ27.4.1Ｑ＆Ａ　　問１
問　各加算の算定要件で「常勤」の有資格者の配置が求められている　　場合「育児・介護休業法」の所定労働時間の短縮措置の対象者につ　　いて，常勤の従業者が勤務すべき時間数を30時間としているとき　　は，当該対象者については，30時間勤務することで「常勤」として
　取り扱って良い。
Ｈ27.4.1Ｑ＆Ａ　　問2
問　育児・介護休業法の所定労働時間の短縮措置の対象者がいる場合，常勤換算方法による人員要件についての計算方法は。
→　常勤換算方法については，従前どおりであり，育児・介護休業法
　の所定労働時間の短縮措置の対象者の有無は問題にならない。
	適
・
否
	

	(2)サービス種類相互の算定関係

	□　利用者が小規模多機能型居宅介護を受けている間に，訪問看護費，訪問リハビリテーション費，居宅療養管理指導費及び福祉用具貸与費を除く指定居宅サービス又は指定地域密着型サービスに係る介護給付費が算定されていないか。
□　登録者が短期入所生活介護，短期入所療養介護，特定施設入居者
生活介護又は認知症対応型共同生活介護，地域密着型特定施設入居
者生活介護，地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護若しくは
看護小規模多機能型居宅介護を受けている間に，小規模多
機能型居宅介護費を算定していないか。
□　登録者が一の指定小規模多機能型居宅介護事業所において，指定小規模多機能型居宅介護を受けている間は，当該指定小規模多機能型居宅介護事業所以外の指定小規模多機能型居宅介護事業所が指定小規模多機能型居宅介護を行った場合に，小規模多機能型居宅介護費は，算定していないか。

	適
・
否
	

	(3)「認知症高齢者の日常生活自立度」の決定方法

	◎　加算の算定要件として「「認知症高齢者の日常生活自立度判定基準」の活用について」（平成５年10月26日老健第135号厚生省老人保健福祉局長通知）に規定する「認知症高齢者の日常生活自立度」（以下「日常生活自立度」という。）を用いる場合の日常生活自立度の決定に当たっては，医師の判定結果又は主治医意見書（以下「判定結果」という。）を用いるものとする。
◎　上記判定結果は，判定した医師名，判定日と共に，居宅サービス計画又は各サービスのサービス計画に記載するものとする。また，主治医意見書とは，「要介護認定等の実施について」（平成21年9月30日老発第0930第5号厚生労働省老健局長通知）に基づき，主治医が記載した同通知中「３ 主治医の意見の聴取」に規定する「主治医意見書」中「３．心身の状態に関する意見 (1) 日常生活の自立度等について・認知症高齢者の日常生活自立度」欄の記載をいうものとする。なお，複数の判定結果がある場合にあっては，最も新しい判定を用いるものとする。
◎　医師の判定が無い場合（主治医意見書を用いることについて同意が得られていない場合を含む。）にあっては，「要介護認定等の実施について」に基づき，認定調査員が記入した同通知中「２(4)認定調査員」に規定する「認定調査票」の「認定調査票（基本調査）」７の「認知症高齢者の日常生活自立度」欄の記載を用いるものとする。
	適
・
否
	

	(4)栄養管理
	□　利用者に対し，年齢，心身の状況に応じた栄養状態の管理を適切に実施しているか。
	適
・
否
	

	2　算定基　準

	１　小規模多機能型居宅介護費
　(1) 同一建物に居住する者以外の者に対して行う場合
　　　指定小規模多機能型居宅介護事業所の登録者（当該事業所と同　一建物に居住する者を除く。）について，登録者の要介護状態区
　　分に応じて，登録している期間１月につきそれぞれ所定単位数を
　　算定しているか。　
　(2) 同一建物に居住する者に対して行う場合
　　　指定小規模多機能型居宅介護事業所と同一建物に居住する登　録者について，登録者の要介護状態区分に応じて，登録している　期間１月につきそれぞれ所定単位数を算定しているか。
　　
　◎　小規模多機能型居宅介護費の算定について　
　　①　小規模多機能型居宅介護費は，当該小規模多機能型居宅介護　　事業所へ登録した者について，登録者の居住する場所及び要介　　護状態区分に応じて，登録している期間１月につきそれぞれ所　　定単位数を算定する。
　　　　月途中から登録した場合又は月途中から登録を終了した場　　合には，登録していた期間（登録日から当該月の末日まで又は　　当該月の初日から登録終了日まで）に対応した単位数を算定す　　ることとする。
　　　　また，月途中から小規模多機能型居宅介護事業所と同一建物に転居した場合又は同一建物から同一建物ではない建物に転居した場合には，居住していた期間に対応した単位数を算定することとする。
　　　　これら算定の基礎となる「登録日」とは，利用者が小規模多　　機能型居宅介護事業者と利用契約を結んだ日ではなく，通い，　　訪問又は宿泊のいずれかのサービスを実際に利用開始した日　　とする。また，「登録終了日」とは，利用者が小規模多機能型
　　　居宅介護事業者との間の利用契約を終了した日とする。
　　②　「同一建物」とは，当該小規模多機能型居宅介護事業所と構　　造上又は外形上，一体的な建築物（養護老人ホーム，軽費老人　　ホーム，有料老人ホーム，サービス付き高齢者向け住宅に限　　　る。）を指すものであり，具体的には，当該建物の１階部分に　　小規模多機能型居宅介護事業所がある場合や，当該建物と渡り　　廊下等で繋がっている場合が該当し，同一敷地内にある別棟の　　建築物や道路を挟んで隣接する場合は該当しない。
　　　　また，ここでいう同一の建物については，当該建築物の管理，　　運営法人が当該小規模多機能型居宅介護事業所の小規模多機　　能型居宅介護事業者と異なる場合であっても該当するもので　　あること。
２　短期利用居宅介護費
　　別に厚生労働大臣が定める基準（注）に適合するものとして舞鶴市長に届け出た指定小規模多機能型居宅介護事業所において，指定小規模多機能型居宅介護を行った場合に，登録者の要介護状態区分に応じて，それぞれ所定単位数を算定しているか。
　
　注　別に厚生労働大臣が定める基準　
　　　次に掲げる基準のいずれにも該当すること。

　　イ　利用者の状態や利用者の家族等の事情により，指定居宅介護　　支援事業所の介護支援専門員が，緊急に利用することが必要と　　認めた場合であって，指定小規模多機能型居宅介護事業所の介　　護支援専門員が，当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の登　　録者に対する指定小規模多機能型居宅介護の提供に支障がな　　いと認めた場合であること。
　　ロ　利用の開始に当たって，あらかじめ７日以内（利用者の日常　　生活上の世話を行う家族等の疾病等やむを得ない事情がある　　場合は14日以内）の利用期間を定めること。
　　ハ　本主眼事項第2の2に定める従業者の員数を置いていること。
　　二　当該指定小規模多機能型居宅介護事業所が本主眼事項第6の5（過少サービスに対する減算）を算定していないこと。
　◎　上記注に規定する基準を満たす事業所において算定できるも
　　のである。
　◎　宿泊室を活用する場合については、登録者の宿泊サービスの利用者と登録者以外の短期利用者の合計が、宿泊サービスの利用定員の範囲内で、空いている宿泊室を利用する者であること。
Ｈ18.9.4Ｑ＆Ａ　　問４２
問　入院により，通いサービス，訪問サービス，宿泊サービスのいずれも利用し得ない月であっても，小規模多機能型居宅介護費の算定は可能か。
答　登録が継続しているなら，算定は可能であるが，お尋ねのような場合には，サービスを利用できないのに利用者負担が生じることに配慮して，基本的には，一旦契約を終了すべきである。
Ｈ18.9.4Ｑ＆Ａ　　問４４
養護老人ホームは措置費の下で施設サービスとして基礎的な生活支援が行われているところであり，養護老人ホームの入所者が指定小規模多機能型居宅介護を利用することは想定しておらず，介護報酬は算定できない。
Ｈ27Ｑ＆Ａ　　問６７

　短期利用可能な宿泊室数の計算を行うに当たって、当該事業所の登録者の数は、短期利用を認める当該日の登録者の数を使用するものとする。
	適
・
否
	

	3　登録者数が登録定員を超える場合

	□　登録者（当該事業者が介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の指定を併せて受け，かつ，これらの各事業が同一の事業所において一体的に運営されている場合にあっては，当該事業所における各事業の利用者。以下同じ。）の数が舞鶴市長に提出した運営規程に定められている登録定員を超えた場合は，所定単位数に100分の70を乗じて得た単位数を算定しているか。　　
　◎　この場合の登録者の数は，1月間（暦月）の登録者数の平均を　　用いる。この場合1月間の登録者の数の平均は，当該月の全登録　　者の延人数を当該月の日数で除して得た数とする。この平均登録　　者数の算定に当たっては，小数点以下を切り上げるものとする。
　◎　登録者の数が定員を超えた事業所については，その翌月から定　　員超過利用が解消されるに至った月まで，登録者全員について所　　定単位数が減算され，定員超過利用が解消されるに至った月の翌　　月から通常の所定単位数が算定される。
　◎　舞鶴市長は，定員超過利用が行われている事業所に対しては，　　その解消を行うよう指導する。当該指導に従わず，定員超過利用　　が２月以上継続する場合には，特別な事情がある場合を除き，指定　　の取消しを検討するものとする。
　◎　災害の受け入れ等やむを得ない理由による定員超過利用につ　　いては，当該定員超過利用が開始した月（災害等が生じた時期が　　月末であって，定員超過利用が翌月まで継続することがやむを得　　ないと認められる場合は翌月も含む）の翌月から所定単位数の減　　算を行うことはせず，やむを得ない理由がないにもかかわらず，　　その翌月まで定員を超過した状態が継続している場合に，災害等　　が生じた月の翌々月から所定単位数の減算を行うものとする。
	適
・
否
	

	4　従業者の員数が基準を満たさない場 合
	□　従業者の員数が，本主眼事項第2に定める員数を満たさない場合は，所定単位数に100分の70を乗じて得た単位数を算定しているか。
　◎　人員基準上満たすべき職員の員数を算定する際の登録者数は　　当該年度の前年度（4月1日～3月31日）の平均を用いる。（ただ　　し，新規開設又は再開の場合は推定数による。）この場合，登録　　者数の平均は，前年度の全登録者の延数（1日ごとの同時に通い　　サービスの提供を受けた者の数の最大値を合計したもの）を当該　　前年度の日数で除して得た数とする。この平均登録者数の算定に　　当たっては小数点第２位以下を切り上げるものとする。
　◎　介護従業者の人員基準欠如に係る減算の取扱い
　　①　人員基準上必要とされる員数から１割を超えて減少した場　　　合には，その翌月から人員基準欠如が解消されるに至った月ま　　　で，登録者全員について所定単位数が減算される。
  　②　１割の範囲内で減少した場合には，その翌々月から人員基準　　　欠如が解消されるに至った月まで，登録者全員について所定単　　　位数が減算される（ただし，翌月の末日において人員基準を満　　　たすに至っている場合を除く）。
　◎　看護職員の人員基準欠如に係る減算の取扱い
　　　翌々月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで，登録者全員について所定単位数が減算される（ただし，翌月の末日において人員基準を満たすに至っている場合を除く）。　　
　◎  介護支援専門員の人員基準欠如に係る減算の取扱い
介護支援専門員を配置していない場合は，その翌々月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで，登録者全員について所定単位数が減算される(ただし，翌月の末日において人員基準を満たすに至っている場合を除く)。
　　　　　ただし，研修の開催状況を踏まえ，研修を修了した職員の離職等により人員基準欠如となった場合に，介護支援専門員を新たに配置し，かつ，研修の申込を行い，研修を修了することが確実に見込まれるときは，当該研修を修了するまでの間は減算対象としない取扱いとする。なお，当該介護支援専門員が受講予定の研修を修了しなかった場合は，通常の減算の算定方法に従って，人員基準欠如が発生した翌々月から減算を行うこととするが，当該介護支援専門員等が研修を修了しなかった理由が，当該介護支援専門員の急な離職等，事業所の責に帰すべき事由以外のやむを得ないものである場合であって，当該離職等の翌々月までに，研修を修了することが確実に見込まれる介護支援専門員を新たに配置したときは，当該研修を修了するまでの間は減算対象としない取扱いとすることも差し支えない。
　　 ◎　夜間及び深夜の勤務又は宿直勤務を行う職員の人員基準欠如に係る減算の取扱い
　　　　以下のいずれかの事態が発生した場合に，その翌月において登録者の全員について減算する。
　　　　イ　当該従事者が勤務すべき時間帯において職員数が地域密着型サービス基準に定める員数に満たない事態が２日以上連続して発生した場合
ロ　当該従事者が勤務すべき時間帯において職員数が地域密着型サービス基準に定める員数に満たない事態が４日以上発生した場合
◎　舞鶴市長は，著しい人員基準欠如が継続する場合には，職員の
　増員，利用定員の見直し，事業の休止等を指導する。当該指導に従わない場合には，特別な事情がある場合を除き，指定の取消しを検討するものとする。
	適
・
否
	

	5 過少サービスに対する減算　
	□　小規模多機能型居宅介護費（短期利用居宅介護費を除く。）については，通いサービス，訪問サービス及び宿泊サービスの算定月における提供回数について，登録者（短期利用者居宅介護費を算定する者を除く。）１人当たり平均回数が，週４回に満たない場合は，所定単位数の100分の70に相当する単位数を算定する。
　◎　サービス提供が過少である場合の減算について
　　① 「登録者1人当たり平均回数」は，暦月ごとに以下のイからハまでの方法に従って算定したサービス提供回数の合計数を，当該月の日数に当該事業所の登録者数を乗じたもので除したものに，7を乗ずることによって算定するものとする（介護予防事業を一体的に運営されている場合は介護予防の数も含む）。
　　イ　通いサービス
　　　　1人の登録者が1日に複数回通いサービスを利用する場合にあっては，複数回の算定を可能とする。
　　ロ　訪問サービス
　　　　1回の訪問を1回のサービス提供として算定すること。なお，小規模多機能型居宅介護の訪問サービスは身体介護に限られないため，登録者宅を訪問して見守りの意味で声かけ等を行った場合でも，訪問サービスの回数に含めて差し支えない。
　　ハ　宿泊サービス
　　　　宿泊サービスについては，1泊を1回として算定すること。
　　　　ただし，通いサービスに引き続いて宿泊サービスを行う場合は，それぞれを1回とし，計2回として算定すること。
Ｈ21.3.23Ｑ＆Ａ　　問１２７
問　サービス提供が過小である場合の減算の取扱いについて，電話による見守りをサービス提供回数に含めることは可能か。
答　利用者宅を訪問して見守りの意味で声かけ等を行った場合は，サービス提供回数に含めることは可能であるが，電話による見守りはサービス提供回数に含めることはできない。
　② 登録者が月の途中に利用を開始又は終了した場合にあっては，利用開始日の前日以前又は利用終了日の翌日以降の日数については，①の日数の算定の際に控除するものとすること。登録者が
　　入院した場合の入院日（入院初日及び退院日を除く。）についても同様の取扱いとする。
　③ 市町村長は，サービス提供回数が過少である状態が継続する場合には，事業所に対し適切なサービスの提供を指導するものとする。
	適
・
否
	

	6　特別地域小規模多機能型居宅介護加算
	□　別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定小規模多機能型居宅介護事業所(その一部として使用される事業所が当該地域に所在しない場合は、当該事務所を除く。)又はその一部として使用される事務所の小規模多機能型居宅介護従業者が指定小規模多機能型居宅介護を行った場合は、1月につき所定単位数の100分の15に相当する単位数を所定単位数に加算しているか。
◎　「その一部として使用される事務所」とは，待機や道具の保管，着替え等を行う出張所等（以下「サテライト事業所」という。）とし，例えば，本体の事業所が離島等以外に所在し，サテライト事業所が離島等に所在する場合，本体事業所を業務の本処とする小規模多機能型居宅介護事業所従業者による小規模多機能型居宅介護事業所は加算の対象とならず，サテライト事業所を業務の本処とする小規模多機能型居宅介護従業者による小規模多機能型居宅介護は加算の対象となるものであること。


	適

・

否
	

	7　小規模事業所加算
	□　別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定小規模多機能型居宅介護事業所(その一部として使用される事業所が当該地域に所在しない場合は、当該事務所を除く。)又はその一部として使用される事務所の小規模多機能型居宅介護従業者が指定小規模多機能型居宅介護を行った場合は、主眼事項第6-2-1については1月につき、6-2-2については1日につき、所定単位数の100分の10に相当する単位数を所定単位数に加算しているか。
◎　当該加算を算定する事業所は，その旨について利用者に事前に説明を行い，同意を得てサービスを行う必要があること。
	適

・

否
	

	8 中山間地域等サービス提供加算


	□　小規模多機能型居宅介護費（短期利用居宅介護費を除く。）につ　いては，指定小規模多機能型居宅介護事業所が，別に厚生労働大臣　が別に定める地域に居住している登録者に対して，通常の事業の実　施地域を越えて，指定小規模多機能型居宅介護を行った場合は，１　月につき所定単位数の100分の５に相当する単位数を所定単位数に　加算しているか。　
　　◎　この加算を算定する利用者については，当該利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅において指定小規模多機能型居宅介護を行う場合に要する交通費の支払いを受けることはできない。
	適

・

否
	

	9 初期加　算

	□　小規模多機能型居宅介護費（短期利用居宅介護費を除く。）については，事業所に登録した日から起算して30日以内の期間については，初期加算として，１日につき30単位を加算しているか。

　（30日を超える病院又は診療所への入院後に指定小規模多機能型居宅介護の利用を再び開始した場合も同様）

Ｈ19.2.19Ｑ＆Ａ　　問１３

問　小規模多機能型居宅介護事業所に登録していた利用者が，一旦登録を解除して，再度，解除日の2週間後に当該小規模多機能型居宅介護事業所に登録する場合，初期加算は再登録の日から30日間算定することは可能か。

答　病院等に入院のため，小規模多機能型居宅介護事業所の登録を解除した場合で，入院の期間が30日以内のときは，再登録後に初期加算は算定することはできない。
	適

・

否
	

	10 認知症加算

	□　小規模多機能型居宅介護費（短期利用居宅介護費を除く。）については，別に厚生労働大臣が定める登録者（注）に対して指定小規模多機能型居宅介護を行った場合は，１月につきそれぞれ所定単位数を加算しているか。

注　別に厚生労働大臣が定める登録者　
　イ　認知症加算(Ⅰ)　

　　　日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められ　　ることから介護を必要とする認知症の者

　　◎ 「日常生活に支障を来たすおそれのある症状若しくは行動が認められることから介護を必要とする認知症の者」とは，日常生活自立度のランクⅢ，Ⅳ又はＭに該当する者を指すものとする。

　ロ　認知症加算(Ⅱ) 

　　　要介護状態区分が要介護2である者であって，周囲の者による日常生活に対する注意を必要とする認知症のもの

　　◎　「周囲の者による日常生活に対する注意を必要とする認知症もの」とは，日常生活自立度のランクⅡに該当する者を指すものとする。
	適

・

否
	

	11 認知症行動・心理症状緊急対応加算
	□　主眼事項6-2-2において、医師が、認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅での生活が困難であり、緊急に指定小規模多機能型居宅介護を利用することが適当であると判断した者に対し、指定小規模多機能型居宅介護を行った場合は、利用を開始した日から起算して7日を限度として、1日につき200単位を所定単位数に加算しているか。
　◎　認知症行動・心理的症状緊急対応加算について

　　　①　「認知症の行動・心理症状」とは、認知症による認知機能の障害に伴う、妄想・幻覚・興奮・暴言等の症状を指すものである。
　　　②　本加算は、利用者に「認知症の行動・心理症状」が認めら
れ、緊急に短期利用(短期利用居宅介護費)が必要であると医師が判断した場合であって、介護支援専門員、受け入れ事業所の職員と連携し、利用者又は家族の同意の上、短期利用(短期利用居宅介護費)を開始した場合に算定することができる。本加算は医師が判断した当該日又はその次の日に利用を開始した場合に限り算定できるものとする。
　この際、短期利用(短期利用居宅介護費)ではなく、医療機関における対応が必要であると判断される場合にあっては、速やかに適当な医療機関の紹介、情報提供を行うことにより、適切な医療が受けられるように取り計らう必要がある。
　　　③　次に掲げる者が、直接、短期利用(短期利用居宅介護費)を開始した場合には、当該加算は算定できないものであること。
　　　　a　病院又は診療所に入院中の者
        b　介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に入院中
又は入所中の者
        c　認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、特定施設入居者生活介護、短期入所生活介護、短期入所療養介護、短期利用認知症対応型共同生活介護、短期利用特定施設入居者生活介護及び地域密着型短期利用特定施設入居者生活介護を利用中の者
　　　④　判断を行った医師は診療録等に症状、判断の内容等を記録しておくこと。また、事業所も判断を行った医師名、日付及び利用開始に当たっての留意事項等を介護サービス計画書に記録しておくこと。
　　　⑤　7日を限度として算定することとあるのは、本加算が「認知症の行動・心理症状」が認められる利用者を受け入れる際の初期の手間を評価したものであるためであり、利用開始後8日目以降の短期利用(短期利用居宅介護費)の継続を妨げるものではないことに留意すること。
	適

・

否
	

	12　若年性認知症利用者受入加算
	□　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出た事業所において、若年性認知症利用者に対してサービスを行った場合は、１月につき所定単位数を加算しているか。ただし、認知症加算を算定している場合は、算定しない。

　

　注　厚生労働大臣が定める基準

　　受け入れた若年性認知症利用者（初老期における認知症によって要介護者となった者）ごとに個別の担当者を定めていること。

　◎　受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別に担当者を定め、その者を中心に、当該利用者の特性やニーズに応じたサービス提供を行うこと。

　Ｈ30Ｑ＆Ａ vol.1　　問４０

本加算は６５歳の誕生日の前々日までは対象であり、月単位の報酬が設定されている小規模多機能型居宅介護については６５歳の誕生日の前々日が含まれる月は月単位の加算が算定可能である。
	適

・

否


	

	13 看護職員配置加算

	□　小規模多機能型居宅介護費（短期利用居宅介護費を除く。）については，別に厚生労働大臣が定める施設基準（注）に適合しているものとして舞鶴市長に届け出た指定小規模多機能型居宅介護事業所については，当該施設基準に掲げる区分に従い，1月につきそれぞれ所定単位数を加算しているか。　

    ただし，この場合において，次に掲げるいずれかの加算を算定している場合は，次に掲げるその他の加算は算定しない。

　

　注　厚生労働大臣が定める施設基準　

　　イ　看護職員配置加算（Ⅰ）

　　（１）専ら当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の職務に従事する常勤の看護師を１名以上配置していること。

（２）定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。

　　ロ　看護職員配置加算（Ⅱ）

　　（１）専ら当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の職務に従事する常勤の准看護師を１名以上配置していること。　　　　　

（２）定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。

　　ハ　看護職員配置加算（Ⅲ）

　　（１）看護職員を常勤換算方法で１名以上配置していること。

　　（２）定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。

Ｈ21.3.23Ｑ＆Ａ　　問１２６

　看護師資格を有する管理者について，看護職員配置加算の要件である常勤かつ専従を満たさないので，加算の算定はできない。
	適

・

否
	

	14  看取り連携体制加算　　
	□　小規模多機能型居宅介護費（短期利用居宅介護費を除く。）については，別に厚生労働大臣が定める施設基準（注１）に適合しているものとして舞鶴市長に届け出た指定小規模多機能型居宅介護事業所において，別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者（注２）について，看取り期におけるサービス提供を行った場合は，死亡日及び死亡日以前30日以下について1日につき64単位を死亡月に加算しているか。ただし，この場合において，看護職員配加算（Ⅰ）を算定していない場合は算定しない。　
　注１　別に厚生労働大臣が定める施設基準　

　　イ　看護師により24時間連絡できる体制を確保していること。

　　ロ　看取り期における対応方針を定め，利用開始の際に，登録者　　　又はその家族等に対して，当該対応方針の内容を説明し，同意　　　を得ていること。

　注２　厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者　

　　次に掲げるいずれの基準にも適合する利用者

　　イ　医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の　　　　見込みがないと診断した者であること。

　　ロ　看取り期における対応方針に基づき，登録者の状態又は家族

　　　の求め等に応じ，介護職員，看護職員等から介護記録等登録者

　　　に関する記録を活用し行われるサービスについての説明を受

　　　け，同意した上でサービスを受けている者（その家族等が説明

　　　を受け，同意した上でサービスを受けている者を含む。）であ

　　　ること。

◎当該加算について

　①　当該加算は，事業所の看取り期の利用者に対するサービスを提　　供する体制をPDCAサイクルにより構築かつ強化していくことと　　し，上記注２に定める基準に適合する登録者が死亡した場合　　　に，死亡日を含めて３０日を上限として，事業所において行った　　看取り期における取組を評価するものである。なお，登録者の自　　宅で介護を受ける場合又は事業所において介護を受ける場合の　　いずれについても算定が可能である。

　　　また，死亡前に医療機関へ入院した後，入院先で死亡した場合　　でも算定可能であるが，その際には，当該事業所においてサービ　　スを直接提供していない入院した日の翌日から死亡日までの間　　は，算定することができない。（したがって，入院した日の翌日　　から死亡日までの期間が３０日以上あった場合には，当該加算を　　算定することはできない。

　②「２４時間連絡できる体制」とは，事業所内で勤務することを要　　するものではなく，夜間においても事業所から連絡でき，必要な　　場合には事業所からの緊急の呼出しに応じて出勤する体制をい　　うものである。

　③　管理者を中心として，介護職員，看護職員，介護支援専門員等　　による協議の上，「看取り期における対応方針」が定められてい　　ることが必要であり，同対応方針においては，例えば，次に掲げ　　る事項を含むこととする。

　　ア　当該事業所における看取り期における対応方針に関する考　　　え方

　　イ　医師や医療機関との連携体制（夜間及び緊急時に対応を含　　　む。）

　　ウ　登録者等との話し合いにおける同意，意思確認及び情報提供　　　の方法

　　エ　登録者等への情報提供に供する資料及び同意書等の様式

　　オ　その他職員の具体的対応等
　④　看取り期の利用者に対するケアカンファレンス，看取り期にお　　ける対応の実践を振り返る等により，看取り期における対応方針　　の内容その他看取り期におけるサービス提供体制について，適宜　　見直しを行う。

　⑤　看取り期の利用者に対するサービス提供においては，次に掲げ　　る事項を介護記録等に記録し，多職種連携のための情報共有を行

　　うこと。

　　ア　利用者の身体状況の変化及びこれに対する介護についての　　　記録

　　イ　看取り期におけるサービス提供の各プロセスにおいて登録　　　者及び家族の意向を把握し，それに基づくアセスメント及び対

　　　応の経過の記録
　⑥　登録者の看取りに関する理解を支援するため，登録者の状態又　　は家族の求め等に応じ随時，介護記録等その他の登録者に関する

　　記録の開示又は当該記録の写しの提供を行う際には，適宜，登録

　　者等に理解しやすい資料を作成し，代替することは差し支えな

　　い。

　⑦　事業所から医療機関へ入院した月と死亡した月が異なる場合　　でも算定可能であるが，看取り連携体制は死亡月にまとめて算定　　することから，登録者側にとっては，事業所の登録を終了した翌　　月についても自己負担を請求されることになるため，登録者が入　　院する際，入院した月の翌月に亡くなった場合に，前月分の当該　　加算に係る一部負担の請求を行う場合があることを説明し，文書　　にて同意を得ておくことが必要である。

　⑧　事業所は，入院の後も，継続して登録者の家族や入院先の医療　　機関等との継続的な関わりを持つことが必要である。

　　　なお，情報の共有を円滑に行う観点から，事業所が入院する医　　療機関等に利用者の状態を尋ねたときに，当該医療機関等が事業　　所に対して本人の状態を伝えることについて，入院の際，本人　　又は家族に対して説明し，文書にて同意を得ておくことが必要で　　ある。

　⑨　本人又はその家族に対する随時の説明に係る同意については，　　口頭で同意を得た場合は，介護記録にその説明日時，内容等を記　　載するとともに，同意を得た旨を記載しておくことが必要であ　　る。

　　　また，本人が十分に判断をできる状態になく，かつ，家族に連　　絡しても来てもらえないような場合も，医師，看護職員，介護職　　員等が利用者の状態等に応じて随時，看取り期における登録者に　　対する介護の内容について相談し，共同して介護を行っており，　　家族に対する情報提供を行っている場合には，当該加算は算定可　　能である。

　　　この場合には，適切な看取り期における取組が行われているこ　　とが担保されるよう，介護記録に職員間の相談日時，内容等を　　記載するとともに，本人の状態や，家族に対する連絡状況等につ　　いて記載しておくことが必要である。なお，家族が利用者の看取　　りについてともに考えることは極めて重要であり，事業所は，定　　期的に連絡をとることにより，可能な限り家族の意思を確認しな　　がら介護を進めていくことが重要である。

　⑩　事業所の宿泊室等において看取りを行う際には，プライバシー　　の確保及び家族への配慮について十分留意することが必要であ

　　る。

Ｈ27.４.1Ｑ＆Ａ　　問１７０

　看取り連携加算の算定要件のうち「24時間連絡できる体制」とは，

看護職員配置加算（Ⅰ）で配置する常勤の看護師と連携できる体制　を確保することを求めるものか。それとも，他の常勤以外の看護師

も含めて，連絡できる体制を確保していれば算定要件を満たすの

か。

→　看護職員配置加算（Ⅰ）で配置する常勤の看護師に限らず，他

　の常勤以外の看護師を含め，小規模多機能型居宅介護事業所の看

　護師と24時間連絡できる体制が確保されていれば算定要件を満

　たすものである。
	適

・

否
	

	15　訪問体制強化加算
	□　小規模多機能型居宅介護費（短期利用居宅介護費を除く。）につ　　いては，別に厚生労働大臣が定める基準（注）に適合しているもの　　として舞鶴市長に届け出た事業所が，登録者の居宅における生活を　　継続するためのサービスの提供体制を強化した場合は，訪問体制強　　化加算として，1月につき1,000単位を加算しているか。　

　注　厚生労働大臣が定める基準　

　　次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

　　イ　指定小規模多機能型居宅介護事業所が提供する訪問サービ

　　　スの提供に当たる常勤の従業者を２名以上配置していること。

　　ロ　算定日が属する月における提供回数について，当該指定小規　　　　模多機能型居宅介護事業所における延べ訪問回数が１月あた

　　　り200回以上であること。

　　　　ただし，指定小規模多機能型居宅介護事業所と同一建物に集合住宅（養護老人ホーム，軽費老人ホーム若しくは有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向け住宅であって登録を受けたものに限る。）を併設する場合は，登録者の総数のうち小規模多機能型居宅介護費のイ（１）（同一建物に居住する者以外の者に対して行う場合）を算定する者の占める割合が100分の50以上であって，かつ，イ（１）を算定する登録者に対する延べ訪問回数が１月当たり200回以上であること。

　◎　当該加算について

　　①　訪問サービスを担当する常勤の従業者を２名以上配置する　　　　事業所において，当該事業所における全ての登録者に対する訪

　　　問サービスの提供回数が１月当たり延べ２００回以上である

　　　場合に算定する。当該加算を算定する場合は，訪問サービスの

　　　内容を記録しておくこと。

　　②「訪問サービスを担当する常勤の従業者」は，訪問サービスの　　　　みを行う従業者として固定しなければならないという趣旨で　　　　はなく，訪問サービスも行っている常勤の従業者を２名以上配

　　　置した場合に算定が可能である。

　　③「訪問サービスの提供回数」は歴月ごとに，「５　過少サービ　　　　スに対する減算」の①ロの内容と同様の方法に従って算定する　　　　ものとする。なお，本加算は介護予防小規模多機能型居宅介護　　　　については算定しないため，小規模多機能型居宅介護の登録者　　　　に対する訪問サービスの提供回数について計算を行うこと。

　　④　事業所と同一建物に集合住宅（養護老人ホーム，軽費老人ホ　　　　ーム，有料老人ホーム，サービス付き高齢者向け住宅に限る。）

　　　を併設する場合は，各月の前月の末日時点（新たに事業を開始

　　　し，又は再開した事業所については事業開始（再開）日）にお

　　　ける登録者のうち同一建物居住者以外の者の占める割合が１００分の５０以上であって，上記①から③の要件を満たす場合に算定するものとする。

　　　　ただし③については，同一建物居住者以外の者に対する訪問

　　　サービスの提供回数について計算を行うこと。

　Ｈ27.４.1Ｑ＆Ａ　　問１６４

　訪問サービスを担当する常勤の従業者は，小規模多機能型居宅介　護の訪問サービス以外の業務に従事することは可能か。

　→　訪問サービスのみを行う従業者として固定しなければなら　　　ないという趣旨ではなく当該小規模多機能型居宅介護支援事　　　業所における訪問サービス以外の業務に従事することも可能　　　である。

Ｈ27.４.1Ｑ＆Ａ　　問１６５

　訪問サービスを担当する常勤の従業者を２名以上配置すること　とされているが，当該事業所の営業日・営業時間において常に満た　すことが必要か。

　→　当該事業所において訪問サービスの提供に当たる者のうち　　　２名以上を常勤の従業者とすることを求めるものであり，当該　　　事業所の営業日・営業時間において常に訪問を担当する常勤の　　　従業者を２名以上配置することを求めるものではない。

Ｈ27.４.1Ｑ＆Ａ　　問１６６

　当該月において，訪問サービスの利用が１度も無かった登録者に　ついても，当該加算を算定できる。

Ｈ27.４.1Ｑ＆Ａ　　問１６７

　訪問体制強化加算の届出をしたが，一月あたりの訪問回数が２０　０回未満であった場合，当該月において算定はできない。

　なお，算定要件のうち「訪問サービスの提供に当たる常勤の従業　者を２名以上配置していること。」を満たしている場合には，一月　当たりの訪問回数に応じて，当該体制届について，あらためて変　　更・取下，再提出等の手続きを求めるものではない。

Ｈ27.４.1Ｑ＆Ａ　　問１６８

「一月当たり延べ訪問回数が２００回以上」とは，当該事業所の登　録者数にかかわらず一月当たり延べ訪問回数が２００回以上必要　であるということである。

Ｈ27.４.1Ｑ＆Ａ　　問１６９

　訪問サービスの提供回数には，通いサービスの送迎として自宅を　訪問する場合も含まれるのか。

　→　（抜粋）通いサービスの送迎として自宅を訪問する場合であ　　　　っても，介護従業者が行う身体整容や行為介助など，当該記　　　　録において訪問サービスとして記録されるサービスについ　　　　ては，訪問サービスの提供回数に含まれるものである。
	適

・

否
	

	16　総合マネジメント体制強化加算
	□　小規模多機能型居宅介護費（短期利用居宅介護費を除く。）につ　　いては，別に厚生労働大臣が定める基準（注）に適合しているもの

　として舞鶴市長に届け出た事業所が，サービスの質を継続的に管理した場合は，1月につき1,000単位を加算しているか。

　注　厚生労働大臣が定める基準　

　　次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

　　イ　利用者の心身の状況又はその家族等を取り巻く環境の変化

　　　に応じ，随時，介護支援専門員，看護師，准看護師，介護職員

　　　その他の関係者が共同し，小規模多機能型居宅介護計画の見直

　　　しを行っていること。

　　ロ　利用者の地域における多様な活動が確保されるよう，日常的に地域住民等との交流を図り，利用者の状態に応じて，地域の行事や活動等に積極的に参加していること。

◎　本加算について

　①　事業所において，登録者が住み慣れた地域での生活を継続でき　　　るよう，地域住民との交流や地域活動への参加を図りつつ，登録　　　者の心身の状況，希望及びその置かれている環境を踏まえて，「

　　通い・訪問・宿泊」を柔軟に組み合わせて提供するために，介護　　　支援専門員，看護師，准看護師，介護職員その他の関係者が日常　　　的に行う調整や情報共有，多様な関係機関や地域住民等との調整　　　や地域住民等との交流等の取組を評価するものである。

　②　本加算は，次に掲げるいずれにも該当する場合に算定する。

　　ア　小規模多機能型居宅介護計画について，登録者の心身の状況

　　　や家族を取り巻く環境の変化を踏まえ，介護職員や看護職員等　　　　の多職種協働により，随時適切に見直しを行っていること。

　　イ　日常的に地域住民等との交流を図り，地域の行事や活動等に　　　　積極的に参加すること。

　　（地域の行事や活動の例）

　　　・　登録者の家族や登録者と関わる地域住民等からの利用者に

　　　　関する相談への対応

　　　・　登録者が住み慣れた地域で生活を継続するために，当該地　　　　　域における課題を掘り起こし，地域住民や市町村等ととも　　　　　に，解決する取組（行政や地域包括支援センターが開催する　　　　　地域での会議への参加，町内会や自治会の活動への参加，認　　　　　知症や介護に関する研修の実施等）

　　　・　登録者が住み慣れた地域との絆を継続するための取組（登

　　　　録者となじみの関係がある地域住民や商店等との関わり，地

　　　　域行事への参加等）　
	適

・

否
	

	17　生活機能向上連携加算
	□　生活機能向上連携加算（Ⅰ）　　100単位

　　介護支援専門員が、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の助言に基づき、生活機能の向上を目的とした小規模多機能型居宅介護計画を作成し、当該計画に基づくサービスを行ったときは、初回の当該サービスが行われた日の属する月に、所定単位数を加算しているか。

　◎　生活機能向上連携加算（Ⅰ）について

　　イ　「生活機能の向上を目的とした小規模多機能型居宅介護計画」とは、利用者の日常生活において介助等を必要とする行為について、単に訪問介護員等が介助等を行うのみならず、利用者本人が、日々の暮らしの中で当該行為を可能な限り自立して行うことができるよう、その有する能力及び改善可能性に応じた具体的目標を定めた上で、訪問介護員等が提供する小規模多機能型居宅介護の内容を定めたものでなければならない。

　　ロ　イの小規模多機能型居宅介護計画には、生活機能アセスメントの結果のほか、次に掲げるその他の日々の暮らしの中で必要な機能の向上に資する内容を記載しなければならない。
ａ　利用者が日々の暮らしの中で可能な限り自立して行おうとする行為の内容

ｂ　生活機能アセスメントの結果に基づき、ａの内容について定めた３月を目途とする達成目標

ｃ　ｂの目標を達成するために経過的に達成すべき各月の目　　標

ｄ　ｂ及びｃの目標を達成するために訪問介護員等が行う介助等の内容

ハ　ロのｂ及びｃの達成目標については、利用者の意向及び利用者を担当する介護支援専門員の意見も踏まえ策定するとともに、利用者自身がその達成度合いを客観視でき、当該利用者の意欲の向上につながるよう、例えば当該目標に係る生活行為の回数や当該生活行為を行うために必要となる基本的な動作（立位又は座位の保持等）の時間数といった数値を用いる等、可能な限り具体的かつ客観的な指標を用いて設定すること。

ニ　イの小規模多機能型居宅介護計画及び当該計画に基づく訪問介護員等が行うサービスの内容としては、例えば次のようなものが考えられること。

達成目標として「自宅のポータブルトイレを１日１回以上利用する（１月目、２月目の目標として座位の保持時間）」を設定。
（１月目）訪問介護員等は週２回の訪問の際、ベッド上で体を起こす介助を行い、利用者が５分間の座位を保持している間、ベッド周辺の整理を行いながら安全確保のための見守り及び付き添いを行う。

（２月目）ベッド上からポータブルトイレへの移動の介助を行い、利用者の体を支えながら、排泄の介助を行う。

（３月目）ベッド上からポータブルトイレへ利用者が移動する際に、転倒等の防止のため付き添い、必要に応じて介助を行う（訪問介護員等は、サービス提供時以外のポータブルトイレの利用状況等について確認を行う

　　 ホ　本加算は、理学療法士等が自宅を訪問せずにＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する利用者の状況について適切に把握した上で介護支援専門員に助言を行い、介護支援専門員が、助言に基づきイの小規模多機能型居宅介護計画を作成（変更）するとともに、計画作成から３月経過後、目標の達成度合いにつき、利用者及び理学療法士等に報告することを定期的に実施することを評価するものである。

ａ　イの小規模多機能型居宅介護計画の作成に当たっては、理学療法士等は、当該利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する状況について、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の場において把握し、又は小規模多機能型居宅介護事業所の介護支援専門員と連携してＩＣＴを活用した動画やテレビ電話を用いて把握した上で、当該介護支援専門員に助言を行うこと。なお、ＩＣＴを活用した動画やテレビ電話を用いる場合においては、理学療法士等がＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する利用者の状況について適切に把握することができるよう、理学療法士等と介護支援専門員で事前に方法等を調整するものとする。

ｂ　当該事業所の介護支援専門員は、ａの助言に基づき、生活機能アセスメントを行った上で、イの小規模多機能型居宅介護計画の作成を行うこと。なお、イの小規模多機能型居宅介護計画には、ａの助言の内容を記載すること。

ｃ　本加算は、イの小規模多機能型居宅介護計画に基づきサービスを提供した初回の月に限り、算定されるものである。なお、ａの助言に基づき当該計画を見直した場合には、本加算を算定することは可能であるが、利用者の急性増悪等により当該計画を見直した場合を除き、イの小規模多機能型居宅介護計画に基づきサービスを提供した翌月及び翌々月は本加算を算定しない。

ｄ　３月経過後、目標の達成度合いにつき、利用者及び理学療法士等に報告すること。なお、再度ａの助言に基づき小規模多機能型居宅介護計画を見直した場合には、本加算の算定が可能である。

□　生活機能向上連携加算（Ⅱ）　　200単位

　　利用者に対して、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、指定訪問リハビリテーション、指定通所リハビリテーション等の一環として当該利用者の居宅を訪問する際に介護支援専門員が同行する等により、当該医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士と利用者の身体の状況等の評価を共同して行い、かつ、生活機能の向上を目的とした小規模多機能型居宅介護計画を作成した場合であって、当該医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士と連携し、当該計画に基づくサービスを行ったときは、初回の当該サービスが行われた日の属する月以降３月の間、１月につき所定単位数を加算する。ただし、生活機能向上連携加算（Ⅰ）を算定している場合は、算定しない。

　◎　生活機能向上連携加算（Ⅱ）について

　　イ　「生活機能の向上を目的とした小規模多機能型居宅介護計画」とは、利用者の日常生活において介助等を必要とする行為について、単に訪問介護員等が介助等を行うのみならず、利用者本人が、日々の暮らしの中で当該行為を可能な限り自立して行うことができるよう、その有する能力及び改善可能性に応じた具体的目標を定めた上で、訪問介護員等が提供するサービスの内容を定めたものでなければならない。

ロ　イの小規模多機能型居宅介護計画の作成に当たっては、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設（病院にあっては，認可病床数が200床未満のもの又は当該病院を中心として半径4キロメートル以内に診療所が存在しないものに限る。）の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は医師が利用者の居宅を訪問する際に介護支援専門員が同行する又は当該理学療法士等及び介護支援専門員が利用者の居宅を訪問した後に共同してカンファレンス（指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第38号）第13条第9号に規定するサービス担当者会議として開催されるものを除く。）を行い、当該利用者のＡＤＬ（寝返り、起き上がり、移乗、歩行、着衣、入浴、排せつ等）及びＩＡＤＬ（調理、掃除、買物、金銭管理、服薬状況等）に関する利用者の状況につき、理学療法士等と介護支援専門員が共同して、現在の状況及びその改善可能性の評価（以下「生活機能アセスメント」という。）を行うものとする。

この場合の「リハビリテーションを実施している医療提供施設」とは、診療報酬における疾患別リハビリテーション料の届出を行っている病院若しくは診療所又は介護老人保健施設、介護療養型医療施設若しくは介護医療院である。

ハ　イの小規模多機能型居宅介護計画には、生活機能アセスメントの結果のほか、次に掲げるその他の日々の暮らしの中で必要な機能の向上に資する内容を記載しなければならない。

ａ　利用者が日々の暮らしの中で可能な限り自立して行おうとする行為の内容

ｂ　生活機能アセスメントの結果に基づき、ａの内容について定めた３月を目途とする達成目標

ｃ　ｂの目標を達成するために経過的に達成すべき各月の目標

ｄ　ｂ及びｃの目標を達成するために訪問介護員等が行う介助等の内容

ニ　ハのｂ及びｃの達成目標については、利用者の意向及び利用者を担当する介護支援専門員の意見も踏まえ策定するとともに、利用者自身がその達成度合いを客観視でき、当該利用者の意欲の向上につながるよう、例えば当該目標に係る生活行為の回数や当該生活行為を行うために必要となる基本的な動作（立位又は座位の保持等）の時間数といった数値を用いる等、可能な限り具体的かつ客観的な指標を用いて設定すること。

ホ　イの小規模多機能型居宅介護計画及び当該計画に基づく訪問介護員等が行うサービスの内容としては、例えば次のようなものが考えられること。

達成目標として「自宅のポータブルトイレを１日１回以上利用する（１月目、２月目の目標として座位の保持時間）」を設定。

（１月目）訪問介護員等は週２回の訪問の際、ベッド上で体を起こす介助を行い、利用者が５分間の座位を保持している間、ベッド周辺の整理を行いながら安全確保のための見守り及び付き添いを行う。

（２月目）ベッド上からポータブルトイレへの移動の介助を行い、利用者の体を支えながら、排泄の介助を行う。

（３月目）ベッド上からポータブルトイレへ利用者が移動する際に、転倒等の防止のため付き添い、必要に応じて介助を行う（訪問介護員等は、サービス提供時以外のポータブルトイレの利用状況等について確認を行う）。

ヘ　本加算はロの評価に基づき、イの小規模多機能型居宅介護計画に基づき提供された初回のサービスの提供日が属する月を含む３月を限度として算定されるものであり、３月を超えて本加算を算定しようとする場合は、再度ロの評価に基づき小規模多機能型居宅介護計画を見直す必要があること。なお、当該３月の間に利用者に対する指定訪問リハビリテーション又は指定通所リハビリテーション等の提供が終了した場合であっても、３月間は本加算の算定が可能であること。

ト　本加算を算定する期間中は、各月における目標の達成度合いにつき、利用者及び理学療法士等に報告し、必要に応じて利用者の意向を確認し、当該理学療法士等から必要な助言を得た上で、利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの改善状況及びハのｂの達成目標を踏まえた適切な対応を行うこと。

　　　

　Ｈ30Ｑ＆Ａ　Vol.１　問3

　　「訪問リハビリテーション、通所リハビリテーション等の一環として当該利用者の居宅を訪問する際にサービス提供責任者が同行する等により」とされているが、「一環」とは具体的には、訪問リハビリテーションであれば、訪問リハビリテーションで訪問する際に訪問介護事業所のサービス提供責任者が同行することであるが、リハビリテーションを実施している医療提供施設の医師については、訪問診療を行う際等に訪問介護事業所のサービス提供責任者が同行することが考えられる。
	適

・

否


	

	18 口腔・栄養スクリーニング加算
	□　定員超過利用・人員基準欠如に該当していない事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態のスクリーニング及び栄養状態のスクリーニングを行った場合に、１回につき所定単位数を加算しているか。ただし、当該利用者について、当該事業所以外で既に口腔・栄養スクリーニング加算を算定している場合にあっては算定しない。
　◎　口腔・栄養スクリーニング加算の算定に係る口腔の健康状態のスクリーニング（以下「口腔スクリーニング」という。）及び栄養状態のスクリーニング（以下「栄養スクリーニング」という。）は，利用者ごとに行われるケアマネジメントの一環として行われることに留意すること。
◎　口腔スクリーニング及び栄養スクリーニングを行うに当たっては，利
用者について，それぞれ次に掲げる確認を行い，確認した情報を介護支
援専門員に対し，提供すること。

イ 口腔スクリーニング

ａ 硬いものを避け，柔らかいものを中心に食べる者

ｂ 入れ歯を使っている者

ｃ むせやすい者
ロ　栄養スクリーニング
a　BMIが18.5未満である者

b　１〜６月間で3%以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事業の実施について」(平成18年６月９日老発第0609001号厚生労働省老健局長通知)に規定する基本チェックリストのNo.11の項目が「１」に該当する者

c　血清アルブミン値が3.5g/dl以下である者

d　食事摂取量が不良(75%以下)である者

	適

・

否
	

	19　科学的介護推進体制加算
	□　次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして舞鶴市長に届け出た指定小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者に対し指定小規模多機能型居宅介護を行った場合は、1月につき40単位を所定単位数に加算しているか。
　(1)　利用者ごとのADL値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の利用者の心身の状況等に係る基本的な情報を、厚生労働省に提出していること。
　(2)　必要に応じて小規模多機能型居宅介護計画を見直すなど、指定小規模多機能型居宅介護の提供に当たって、(1)に規定する情報その他指定小規模多機能型居宅介護を適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用していること。
◎　科学的介護推進体制加算について
① 科学的介護推進体制加算は，原則として利用者全員を対象として，利用者ごとに上記(1)(2)に掲げる要件を満たした場合に，当該事業所の利用者全員に対して算定できるものであること。
② 情報の提出については，ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報，提出頻度等については，「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。

③ 事業所は，利用者に提供するサービスの質を常に向上させていくため，計画（Plan），実行（Do），評価（Check），改善（Action）のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により，質の高いサービスを実施する体制を構築するとともに，その更なる向上に努めることが重要であり，具体的には，次のような一連の取組が求められる。したがって，情報を厚生労働省に提出するだけでは，本加算の算定対象とはならない。

イ 利用者の心身の状況等に係る基本的な情報に基づき，適切なサービスを提供するためのサービス計画を作成する（Plan）。

ロ サービスの提供に当たっては，サービス計画に基づいて，利用者の自立支援や重度化防止に資する介護を実施する（Do）。

ハ ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報等も活用し，多職種が共同して，事業所の特性やサービス提供の在り方について検証を行う（Check）。

ニ 検証結果に基づき，利用者のサービス計画を適切に見直し，事業所全体として，サービスの質の更なる向上に努める（Action）。

④ 提出された情報については，国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資するため，適宜活用されるものである。
	
	

	20　サービス提供体制強化加算
	□　別に厚生労働大臣が定める基準（注）に適合しているものとして，　舞鶴市長に届け出た事業所が，登録者に対し，サービスを行った場合は，当該基準に掲げる区分に従い，小規模多機能型居宅介護費（短期利用居宅介護費を除く。）については１月につき，短期利用居宅介護費を算定している場合は１日につき，次に掲げる所定単位数を加算しているか。ただし，次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては，次に掲げるその他の算定は加算しない。

　
　注　厚生労働大臣が定める基準　
　イ　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）　（1月750又は1日25単位）

　　　次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
　　①　指定小規模多機能型居宅介護事業所の全ての小規模多機能型居宅介護従業者(指定地域密着型サービス基準第六十三条第一項に規定する小規模多機能型居宅介護従業者をいう。)に対し、小規模多機能型居宅介護従業者ごとに研修計画を作成し、研修(外部における研修を含む。)を実施又は実施を予定していること。
　　　◎　従業者ごとの「研修計画」については，当該事業所におけるサービス従業者の資質向上のための研修内容と当該研修実施のための勤務体制の確保を定めるとともに，従業者について個別具体的な研修の目標，内容，研修期間，実施時期等を定めた計画を策定しなければならない。
　　　　

　　②　利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項の伝達又は当該指定小規模多機能型居宅介護事業所における小規模多機能型居宅介護従業者の技術指導を目的とした会議を定期的に開催すること。
　　　◎　「利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項の伝達又は従業者の技術指導を目的とした会議」とは，当該事業所の従業者の全てが参加するものでなければならない。なお，実施に当たっては，全員が一堂に会して開催する必要はなく，いくつかのグループ別に分かれて開催することができる。また，会議の開催状況については，その概要を記録しなければならない。なお，「定期的」とは，概ね1月に1回以上開催されている必要がある。
　　　　　また、会議は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。
　　　　　「利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項」とは、少なくとも、次に掲げる事項について、その変化の動向を含め、記載しなければならない。

　　　　・利用者のＡＤＬや意欲

　　　　・利用者の主な訴えやサービス提供時の特段の要望

　　　　・家庭環境

　　　　・前回のサービス提供時の状況

　　　　・その他サービス提供に当たって必要な事項
　　③　次のいずれかに適合すること。
　　　　(1)　当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の小規模多機能型居宅介護従業者(看護師又は准看護師であるものを除く。)の総数のうち、介護福祉士の占める割合が100分の70以上であること。

　　　　(2)　当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の小規模多機能型居宅介護従業者(看護師又は准看護師であるものを除く。)の総数のうち、勤続年数10年以上の介護福祉士の占める割合が100分の25以上であること。
　

　　 ④  定員超過利用・人員基準欠如に該当しないこと。

　ロ　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）（1月640又は1日21単位）
　　　
(1)当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の小規模多機　能型居宅介護従業者（看護師又は准看護師であるものを除く。）の総数のうち、介護福祉士の占める割合が百分の五十以上であること。
　イの①②④に該当すること。
　　

　ハ　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）（1月350又は1日12単位）

　　　　次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
　　　　(1)　指定小規模多機能型居宅介護事業所の小規模多機能型
居宅介護従業者(看護師又は准看護師であるものを除く。)の総数のうち、介護福祉士の占める割合が100分の40以上であること。
　　　　(2)　当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の小規模多機能型居宅介護従業者の総数のうち、常勤職員の占める割合が100分の60以上であること。
　　　　(3)　当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の小規模多機能型居宅介護従業者の総数のうち、勤続年数7年以上の者の占める割合が100分の30以上であること。
   　　 (4)　イの④に該当すること。

　　　　

　　　　　なお，介護福祉士については，各月の前月の末日時点で　　　　 資格を取得している者とすること。

この場合，届出を行った月以降においても，直近3月間の　職員の割合につき，毎月継続的に所定の割合を維持しなければならない。なお，その割合については，毎月記録するものとし，所定の割合を下回った場合については，直ちに算定体制がない旨の届出を提出しなければならない。

　　　◎　勤続年数とは，各月の前月の末日時点における勤続年数　　　　　をいうものである。
　　　◎　勤続年数の算定に当たっては，当該事業所における勤続　　　　　年数に加え，同一法人等の経営する他の介護サービス事業　　　　　　所，病院，社会福祉施設等においてサービスを利用者に直　　　　　接提供する職員として勤務した年数を含めることができる　　　　　ものとする。
　　　◎　同一の事業所において介護予防小規模多機能型居宅介護を一体的に行っている場合においては，本加算の計算も一体的に行うこととする。

　　　◎　なお，この場合の小規模多機能型居宅介護従業者に係る　　　　　常勤換算にあっては，利用者への介護業務（計画作成等介護　　　　　を行うに当たって必要な業務は含まれるが，請求事務等介護　　　　　に関わらない業務を除く。）に従事している時間を用いても　　　　　差し支えない。
	適

・

否
	

	21　介護職員処遇改善加算


	□　別に厚生労働大臣が定める基準（注）に適合している介護職員の　賃金の改善等を実施しているものとして舞鶴市長に届け出た事業　所が，登録者に対し，サービスを行った場合は，当該基準に掲げる　区分に従い，令和6年3月31日までの間（（4）及び（5）については　，別に厚生労働大臣が定める期日までの間），次に掲げる単位数を　所定単位に加算しているか。ただし，次に掲げるいずれかの加算を　算定している場合においては，次に掲げるその他の加算は算定しな　い。

　（1）介護職員処遇改善加算（Ⅰ）
　　　主眼事項第6－2から20までにより算定した単位数の1000分の102 に相当する単位数

　（2）介護職員処遇改善加算（Ⅱ）
　　　主眼事項第6－2から20までにより算定した単位数の1000分の74に相当する単位数

　（3）介護職員処遇改善加算（Ⅲ）
　　　主眼事項第6－2から20までにより算定した単位数の1000分の41に相当する単位数

　（4）介護職員処遇改善加算（Ⅳ）

上記（3）により算定した単位数の100分の90に相当する単位数
　（5）介護職員処遇改善加算（Ⅴ）
　　　上記（3）により算定した単位数の100分の80に相当する単位数
　　注　別に厚生労働大臣が定める基準　　
　　イ　介護職員処遇改善加算（Ⅰ）
　　　　次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
　　（1）介護職員の賃金（退職手当を除く。）の改善に要する費用の　　　　　見込額（賃金改善に伴う法定福利費等の事業者負担の増加分を

　　　　含むことができる。以下同じ。）が，介護職員処遇改善加算の

　　　　算定見込額を上回る賃金改善に関する計画を策定し，当該計画

　　　　に基づき適切な措置を講じていること。

　　（2）当該事業所において，（1）の賃金改善に関する計画，当該計画に係る実施期間及び実施方法その他の介護職員の処遇改善の計画等を記載した介護職員処遇改善計画書を作成し，全ての介護職員に周知し，舞鶴市長に届け出ていること。

　　（3）介護職員処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施す

　　　　ること。ただし，経営の悪化等により事業の継続が困難な場合，

　　　　当該事業の継続を図るために介護職員の賃金水準（本加算によ

　　　　る賃金改善分を除く。）を見直すことはやむを得ないが，その

　　　　内容について舞鶴市長に届け出ること。

　　（4）当該事業所において，事業年度ごとに介護職員の処遇改善に関する実績を舞鶴市長に報告すること。

　　（5）算定日が属する月の前12月間において，労働基準法，労働　　　　　者災害補償保険法，最低賃金法，労働安全衛生法，雇用保険法　　　　　その他の労働に関する法令に違反し，罰金以上の刑に処せられ　　　　　ていないこと。　

　　（6）当該事業所において，労働保険料の納付が適正に行われていること。

  　（7）次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
　　　　ア　介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件　　　　　　（介護職員の賃金に関するものを含む。）を定めていること。

　　　　イ　アの要件について書面（就業規則等）をもって作成し全て　　　　　　の介護職員に周知していること。

　　　　ウ　介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し，当該　　　　　　計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保していること。
　　　　エ  ウについて，全ての介護職員に周知していること。

　　　　　オ　介護職員の経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組みを設けていること。

　　　　　カ　オの要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。

Ｈ24Ｑ＆Ａ　Vol.１　問227（抜粋）
　　　　　計画については特に基準等を設けておらず，計画期間は必ず

しも賃金改善実施期間と合致しなくても良い。
　　（8）　（2）の届出に係る計画の期間中に実施する介護職員の処遇改善の内容（賃金改善に関するものを除く。）及び当該介護職員の処遇改善に要する費用の見込額を全ての職員に周知していること。
　　ロ　介護職員処遇改善加算（Ⅱ）

　　　　次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

　　（1）イ(1)～(6)、(7)ア～エ及び(8)に掲げる基準のいずれにも適合すること。

　　ハ　介護職員処遇改善加算（Ⅲ）

　　　　次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

　　（1）イ(1)～(6)及び（8）に掲げる基準に適合すること

　　（2）次に掲げる基準（ア・イ）のいずれかに適合すること。

　　　　ア　次に掲げる要件の全てに適合すること。

　　　　　ａ　介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要　　　　　　　件（介護職員の賃金に関するものを含む。）を定めている　　　　　　　こと。

　　　　　ｂ　ａの要件について書面をもって作成し，全ての介護職員　　　　　　　に周知していること。

　　　　イ　次に掲げる要件の全てに適合すること。

　　　　　ａ　介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し，当　　　　　　　該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保している

　　　　　　こと。

　　　　　ｂ　ａについて，全ての介護職員に周知していること。　　　　ニ　介護職員処遇改善加算（Ⅳ）
　　　　イ（1）から（6）までに掲げる基準のいずれにも適合し，か　　　　つ，ハ（2）又は（3）に掲げる基準のいずれかに適合すること。

　　ホ　介護職員処遇改善加算（Ⅴ）
　　　　イ（1）から（6）までに掲げる基準のいずれにも適合するこ　　　　と。

　  ※  介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示についてを確認すること。
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	22　介護職員等特定処遇改善加算
<介護福祉士の配置等要件>
<現行加算要件>
<職場環境等要件>
	□　別に厚生労働大臣が定める基準(注)に適合している介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして舞鶴市長に届け出た指定小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者に対し、指定小規模多機能型居宅介護を行った場合は、次に掲げる単位数を所定単位に加算しているか。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。◆平１８厚告１２６別表４カ注
(1) 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ)
本主眼事項第6-2から20までにより算定した単位数の1000分の15に相当する単位数。
(2) 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ)
本主眼事項第6-2から20までにより算定した単位数の1000分の12に相当する単位数。
注　別に厚生労働大臣が定める基準　◆平２７厚告９５第５８の２
　イ　介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ)
　　次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
(1) 介護職員その他の職員の賃金改善について、次に掲げる基準のいずれにも適合し、かつ、賃金改善に要する費用の見込額が介護職員等特定処遇改善加算の算定見込み額を上回る賃金改善に関する計画を策定し、当該計画に基づき適切な措置を講じていること。
Ａ　経験・技能のある介護職員のうち一人は、賃金改善に要する費用の見込額が月額8万円以上又は賃金改善後の賃金の見込額が年額440万円以上であること。ただし、介護職員等特定処遇改善加算の算定見込み額が少額であることその他の理由により、当該賃金改善が困難である場合はこの限りでないこと。
Ｂ　指定小規模多機能型居宅介護事業所における経験・技能のある介護職員の賃金改善に要する費用の見込額の平均が、介護職員(経験・技能のある介護職員を除く。)の賃金改善に要する費用の見込額の平均を上回っていること。
Ｃ　介護職員(経験・技能のある介護職員を除く。)の賃金改善に要する費用の見込額の平均が、介護職員以外の職員の賃金改善に要する費用の見込額の平均の2倍以上であること。ただし、介護職員以外の職員の平均賃金額が介護職員(経験・技能のある介護職員を除く。)の平均賃金額を上回らない場合はその限りでないこと。
Ｄ　介護職員以外の職員の賃金改善後の賃金の見込額が年額440万円を上回らないこと。
(2) 　当該指定小規模多機能型居宅介護事業所において、賃金改善に関する計画、当該計画に係る実施期間及び実施方法、その他の当該事業所の職員の処遇改善の計画等を記載した介護職員等特定処遇改善計画書を作成し、全ての職員に周知し、舞鶴市長に届け出ていること。
(3) 　介護職員等特定処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施すること。ただし、経営の悪化等により事業の継続が困難な場合、当該事業の継続を図るために当該事業所の職員の賃金水準(本加算による賃金改善分を除く。)を見直すことはやむを得ないが、その内容について舞鶴市長に報告すること。
(4) 　当該指定小規模多機能型居宅介護事業所において、事業年度ごとに当該事業所の職員の処遇改善に関する実績を舞鶴市長に報告すること。
(5) 　小規模多機能型居宅介護費におけるサービス提供体制強化加算(Ⅰ)又は（Ⅱ）を算定していること。
(6) 　小規模多機能型居宅介護費における介護職員処遇改善加算(Ⅰ)から(Ⅲ)までのいずれかを算定していること。
(7) 　(２)の届出の日の属する月の前月までに実施した職員の処遇改善の内容(賃金改善に関するものを除く。以下この号において同じ。)及び当該職員の処遇改善に要した費用を全ての職員に周知していること。
(8) 　(７)の処遇改善の内容等について、インターネットの利用その他の適切な方法により公表していること。
□　介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ)
　イ(１)から(４)まで及び(６)から(８)までに掲げる基準のいずれにも適合すること。
· 当該加算は区分支給限度基準額の算定対象外とする。
· 介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示についてを確認すること。
H31　Q＆A　Vol.１　問１
　介護職員等特定処遇改善加算については、
　・現行の介護職員処遇改善加算(Ⅰ)から(Ⅲ)までを取得していること。
　・介護職員処遇改善加算の職場環境等要件に関し、複数の取組を行っていること。
　・介護職員処遇改善加算に基づく取組についてホームページへの掲載等を通じた見える化を行っていること。
　を満たす事業所が取得できることから、勤続10年以上の介護福祉士がいない場合であっても取得可能である。
H31　Q＆A　Vol.１　問２
　　職場環境等要件については、職場環境等の改善が行われることを担保し、一層推進する観点から、複数の取組を行っていることとし、具体的には「資質の向上」、「労働環境・処遇の改善」及び「その他」の区分ごとに1以上の取組を行うことが必要である。
　これまでの介護職員処遇改善加算を算定するに当たって実施してきた取組をもってこの要件を満たす場合、介護職員等特定処遇改善加算の取扱いと同様、これまでの取組に加えて新たな取組を行うことまでを求めているものではない。
H31　Q＆A　Vol.１　問3
　　事業所において、ホームページを有する場合、そのホームページを活用し、
　　・介護職員等特定処遇改善加算の取得状況
　　・賃金改善以外の処遇改善に関する具体的な取組内容
　を公表することも可能である。

H31　Q＆A　Vol.１　問4
　　「勤続10年の考え方」については、
　　・勤続年数を計算するに当たり、同一法人のみだけでなく、他法人や医療機関等での経験等も通算する。
　　・すでに事業所内で設けられている能力評価や等級システムを活用するなど、10年以上の勤続年数を有しない者であっても業務や技能等を勘案して対象とする。
　など、各事業所の裁量により柔軟に設定可能である。
H31　Q＆A　Vol.１　問5
　　経験・技能のある介護職員については、勤続10年以上の介護福祉士を基本とし、各事業所の裁量において設定することとなり、処遇改善計画書及び実績報告書において、その基準設定の考え方について記載することとしている。
H31　Q＆A　Vol.１　問６
　　月額8万円の処遇改善の計算に当たっては、介護職員等特定処遇改善加算による賃金改善分で判断するため、現行の介護職員処遇改善加算による賃金改善分とは分けて判断することが必要である。
H31　Q＆A　Vol.１　問10
　　その他の職種の440万円の基準についての非常勤職員の給与の計算に当たっては、常勤換算方法で計算し、賃金額を判断することが必要である。
	適・否
	【　算定の有・無　】

	24　介護職員等ベースアップ等支援加算

	□　別に厚生労働大臣が定める基準（注）に適合している介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして舞鶴市長に届け出た指定小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者に対し、指定小規模多機能型居宅介護を行った場合は主眼事項第6－2から20までにより算定した単位数の1000分の17に相当する単位数を所定単位数に加算しているか。
　注　別に厚生労働大臣が定める基準　
　次に揚げる基準のいずれにも適合すること。
　　イ　介護職員その他の職員の賃金改善について、賃金改善に要する費用の見込額が介護職員等ベースアップ等支援加算の算定見込額を上回り、かつ、介護職員及びその他の職員のそれぞれについて賃金改善に要する費用の見込額の３分の２以上を基本給又は決まって毎月支払われる手当に充てる賃金改善に関する計画を策定し、当該計画に基づき適切な措置を講じていること。
　　ロ　事業所において、賃金改善に関する計画、当該計画に係る実施期間及び実施方法その他の当該事業所の職員の処遇改善の計画等を記載した介護職員等ベースアップ等支援計画書を作成し、全ての職員に周知し、舞鶴市長に届け出ていること。
　　ハ　介護職員等ベースアップ等支援加算の算定額に相当する賃金改善を実施すること。ただし、経営の悪化等により事業の継続が困難な場合、当該事業の継続を図るために当該事業所の職員の賃金水準（本加算による賃金改善分を除く。）を見直すことはやむを得ないが、その内容について舞鶴市長に届け出ること。
　　ニ　当該事業所において、事業年度ごとに当該事業所の職員の処遇改善に関する実績を京都市長に報告すること。
　　ホ　サービス費における介護職員処遇改善加算（Ⅰ）から（Ⅲ）までのいずれかを算定していること。
　　ヘ　ロの届出に係る計画の期間中に実施する職員の処遇改善に要する費用の見込額をすべての職員に周知していること。
※　当該加算は区分支給限度基準額の算定対象外とする。
※　介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算及び介護職員等ベースアップ等支援加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について（令和4年6月21日付け老発0621第1号厚生労働省老健局長通知）を確認すること。
	適
・
否
	【　算定の有・無　】
介護職員処遇改善加算の算定
【　Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ　】
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